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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 42,198 45,034 47,354 48,490 52,090

経常利益 (百万円) 1,082 1,659 3,822 2,753 2,508

当期純利益 (百万円) 451 973 2,043 1,601 1,237

純資産額 (百万円) 40,281 41,017 43,590 45,334 43,636

総資産額 (百万円) 56,867 56,692 61,331 63,138 60,364

１株当たり純資産額 (円) 1,128.971,150.611,224.061,272.501,244.79

１株当たり当期純利益 (円) 11.44 26.24 56.19 45.04 34.89

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 70.83 72.35 71.07 71.65 72.24

自己資本利益率 (％) 1.13 2.40 4.83 3.61 2.79

株価収益率 (倍) 41.08 23.55 19.40 25.36 14.59

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △751 5,298 2,651 656 3,704

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,042 △5,912 △2,368 △1,213 △4,783

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △704 △376 △499 △422 △966

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 6,900 5,909 5,693 5,223 3,176

従業員数 (人) 1,376 1,324 1,305 1,343 1,375

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用している。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載していない。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 41,734 44,645 46,736 46,807 49,116

経常利益 (百万円) 1,017 1,499 3,690 2,671 2,210

当期純利益 (百万円) 413 876 1,996 1,562 1,156

資本金 (百万円) 2,881 2,881 2,881 2,881 2,881

発行済株式総数 (株) 39,261,75239,261,75237,261,75237,261,75237,261,752

純資産額 (百万円) 39,217 39,865 42,398 44,024 42,313

総資産額 (百万円) 55,324 55,100 59,668 59,483 56,771

１株当たり純資産額 (円) 1,099.371,118.501,190.911,238.441,207.93

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
10.00
(5.00)

12.00
(5.00)

12.00
(6.00)

22.00
(11.00)

15.00
(7.50)

１株当たり当期純利益 (円) 10.63 23.77 55.24 43.93 32.63

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 70.89 72.35 71.06 74.01 74.53

自己資本利益率 (％) 1.06 2.22 4.85 3.62 2.68

株価収益率 (倍) 44.21 26.00 19.73 26.00 15.60

配当性向 (％) 94.07 50.48 21.72 50.08 45.97

従業員数 (人) 1,242 1,204 1,189 1,193 1,218

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用している。

３　平成19年３月期の１株当たり配当額22円には、創業60年記念配当10円（１株当たり中間配当額11円には創業60

年記念配当５円）を含んでいる。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載していない。
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２ 【沿革】

当社は創業以来、電力事業会社の電源開発の推進に伴って水力発電所工事、変電所工事を中心に事業展開

し、電源開発の中心が火力発電所工事に移ると、昭和35年より本格的に火力部門に進出した。その後原子力

発電所工事についても昭和44年から進出した。また一般電気設備工事、情報通信設備工事、空調設備工事お

よび化学プラント設備工事等へも事業展開している。

昭和22年８月旧満州東京電氣工務所の技術者が中心となり、東京都港区新堀町に資本金18万円をもっ

て株式会社東京電氣工務所を設立

昭和35年７月本社を東京都港区東麻布へ新築移転

昭和35年７月当社全額出資の東工企業株式会社(現 連結子会社)を設立

昭和36年11月東京証券取引所市場第二部に上場

昭和37年２月横浜営業所(現 京浜支社へ統合)を開設

昭和48年９月東部営業所(現 千葉支社へ統合)を開設

昭和48年９月北部営業所(現 工務本部へ統合)を開設

昭和49年８月京浜工事部、房総工事部、鹿島工事部、福島工事部の４工事部を開設

昭和54年６月神奈川県川崎市に京浜工事部(現 京浜支社)事務所を新築

昭和54年12月千葉県市原市に房総工事部(現 千葉支社)事務所を新築

昭和55年８月本社を東京都港区新橋へ新築移転

昭和56年２月茨城県鹿島郡に茨城工事部(旧 鹿島工事部、現 茨城支社)事務所を新築

昭和56年３月福島県双葉郡に福島工事部(現 福島支社)事務所を新築

昭和56年５月京浜・房総・茨城・福島各工事部を支社に改称

昭和56年10月東京証券取引所市場第一部に指定替え

昭和56年12月埼玉県久喜市に研修センターを開設

昭和57年８月東京都港区に東京支社(現 工務本部へ統合)を開設

昭和57年８月新潟県刈羽郡に新潟支社を開設

平成３年４月 当社全額出資の株式会社バイコム(現 連結子会社)を設立

平成６年12月東京都足立区に東京支社(現 工務本部へ統合)を移転

平成７年７月 東京支社を工務部(現 工務本部)に統合

平成７年７月 新潟県柏崎市に新潟支社を移転

平成12年６月株式会社テクノ東京、東工電設株式会社(現 連結子会社)の株式を取得

平成13年３月南足柄Q'dセンター(教育訓練施設)を神奈川県南足柄市に新築し、埼玉県久喜市の研修

センターを廃止

平成13年４月商号を株式会社東京エネシスに改称

平成14年７月青森県上北郡に青森支社を開設

平成18年７月株式会社清田工業(現 連結子会社)の株式を取得

平成19年１月千葉県千葉市に総合技術センターを開設

平成19年２月株式会社東輝(現 連結子会社)の株式を取得
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社６社および関連会社１社で構成され、設備工事業として、電力関連設備、一

般電気設備、情報通信設備および空調設備工事の設計ならびに施工を主な事業とし、さらにその他の事業と

して、不動産の賃貸・管理、工具・備品・車両等のリース・レンタルおよび保険代理業等の事業活動を展開

している。 

　なお、電力関連設備の主要部分は、東京電力㈱より受注している。

　

当社グループの事業に係る位置づけは、次のとおりである。

[設備工事業]

　当社が設計および施工するほか、工事の一部については、子会社の㈱テクノ東京、東工電設㈱、㈱清田工業

および関連会社の新潟クリエイティブ工業㈱に請負付託している。

[その他の事業]

(不動産事業)

　当社および子会社の東工企業㈱は、不動産の賃貸および管理を行っている。

(リース・レンタル事業)

　子会社の㈱バイコムは、工事用機械・工具および車両等のリース・レンタルを行っている。

(保険代理業)

　子会社の㈱東輝は、損害保険代理事業を行っている。

　

事業の系統図は次のとおりである。
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４ 【関係会社の状況】
平成20年３月31日現在

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

東工企業㈱ 東京都港区 100不動産事業 100

当社への不動産の賃貸・管
理および工事用材料の販売
をしている。
役員の兼任1人　転籍1人

㈱バイコム 東京都足立区 10
リース・レ
ンタル事業

100

当社への工事用機械工具・
車両等のリース・レンタル
ならびに工事用資機材の販
売をしている。また、当社所
有の建物を賃借している。
役員の兼任1人　転籍1人

㈱テクノ東京 東京都足立区 10設備工事業 100

当社が受注した電力関連設
備工事等を施工している。ま
た、当社所有の建物を賃借し
ている。
役員の兼任1人

東工電設㈱ 東京都杉並区 20設備工事業 100

当社が受注した電力関連設
備工事等を施工している。
役員の兼任1人

㈱清田工業（注4） 東京都中央区 50設備工事業 40

当社が受注した空調設備工
事等を施工している。
役員の兼任1人

㈱東輝 東京都港区 10保険代理業
100
(100)

当社に対し損害保険の代理
事業を行っている。

(注) １　上記子会社は特定子会社に該当しない。
２　上記子会社は有価証券届出書または有価証券報告書の提出会社ではない。
３　議決権の所有割合欄の(内書)は、間接所有割合である。
４　持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社とした。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成20年３月31日現在

事業の部門等の名称 従業員数(人)

火力部門 488

原子力部門 368

水力・変電部門 128

空調・電設・通信部門 157

その他部門 16

管理部門 218

合計 1,375

(注)　従業員数は就業人員であり、当社グループからの出向者を除き、当社グループ外からの出向者を含む。

　

(2) 提出会社の状況
平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,218 43.6 18.1 7,229,190

(注) １　従業員数は就業人員であり、当社からの出向者を除き、他社からの出向者を含む。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいる。
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(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は、昭和57年１月30日に東京電氣工務所労働組合として結成され、平成13年４月１日付

の社名変更に伴って東京エネシス労働組合に改称した。平成20年３月31日現在の組合員数は796人であ

り、結成以来円満に推移しており特記すべき事項はない。

なお、子会社については、労働組合はない。

EDINET提出書類

株式会社東京エネシス(E00092)

有価証券報告書

 7/85



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における我が国経済は、上半期には企業収益の改善に伴う設備投資の増加や雇用・所

得環境の改善により緩やかな回復傾向がみられたものの、下半期には原油・素材価格の高騰や米国のサ

ブプライムローン問題に端を発する金融不安の影響により、景気は減速感が強まった。 

　当社グループに影響の大きい電力関連設備工事の受注環境は、エネルギー市場の厳しい競争や新潟県中

越沖地震の影響により、厳しい状況が続いた。 

　このような情勢下にあって、当社グループは、コア事業である電力関連設備工事を中心として、一般電気

設備・情報通信設備工事等に対し、長年にわたり蓄積してきた施工技術力をはじめ、経営資源を最大限に

活かした技術提案型営業活動を積極的に展開して受注の確保に努めた。また、高効率コンバインドサイク

ル発電設備および石炭ガス化複合発電設備等の建設やバイオ燃料として期待される下水汚泥炭化設備工

事に参画し、新技術の習得を図り、コア事業を拡大してきた。加えて、技術・コスト両面での競争力の強化

と安全・品質の確保ならびに環境保全に取り組み経営品質の向上を図る一方、高騰する資機材の調達方

法の見直しや諸経費の削減と原価管理を徹底し、経営全般にわたる効率化を推進してきた。さらに、電力

の安定供給確保に向けた長期停止火力発電所の運転再開工事など緊急対応工事に当社グループを挙げて

取り組んできた。

　これら諸施策を推進した結果、当連結会計年度の業績については、受注高は、火力部門が運転再開工事

等、計画外工事の受注により、前期比22億95百万円増となり、空調・電設・通信部門等も増額となったが、

原子力部門、水力・変電部門が減額となったので、総額では前期比７億56百万円減の498億12百万円と

なった。 

　売上高は、原子力部門が前期に比べ大規模定期点検工事が増加したことおよび新潟地区における工事の

多くが上半期に完成したことなどにより、前期比30億９百万円増となり、水力・変電部門、空調・電設・

通信部門等も増額となり、火力部門は計画外工事の完成があったものの、定期点検工事の短縮や繰り延べ

等により微減となったが、総額では前期比35億99百万円増の520億90百万円となった。 

　次期繰越高は、前期比22億77百万円減の266億28百万円となった。 

　利益面については、経営全般にわたる原価低減に努めたが、材料費や外注費の上昇等により、経常利益は

前期比２億44百万円減の25億８百万円となり、当期純利益は前期比３億64百万円減の12億37百万円と

なった。

(注) 事業の状況の各記載金額には消費税等は含まれていない。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、37億４百万円の資金の増加となった。これは主に税金等調整前

当期純利益の計上および売上債権の回収によるものである。

投資活動によるキャッシュ・フローは、47億83百万円の資金の減少となった。これは主に公社債の購入

によるものである。

財務活動によるキャッシュ・フローは、９億66百万円の資金の減少となった。これは主に配当金の支払

によるものである。

これにより、当連結会計年度末における「現金及び現金同等物」は、前連結会計年度末と比べて20億47

百万円減少し、31億76百万円となった。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

　

部門別

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

受注高(百万円) 受注残高(百万円) 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

火力部門 20,055 11,308 22,351 13,052

原子力部門 20,571 12,220 17,135 9,923

水力・変電部門 3,312 2,223 2,664 855

空調・電設・通信部門 6,271 3,154 7,130 2,796

その他部門 357 ― 531 ―

合計 50,568 28,905 49,812 26,628

　

(2) 売上実績

　

部門別

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(百万円)

火力部門 21,418 20,606

原子力部門 16,422 19,431

水力・変電部門 3,718 4,032

空調・電設・通信部門 6,572 7,488

その他部門 357 531

合計 48,490 52,090

　
(注) １　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

２　部門間取引については、相殺消去している。

３　主な相手先別の売上実績および当該売上実績の総売上実績に対する割合は、次のとおりである。

　

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

売上高(百万円) 割合(％) 売上高(百万円) 割合(％)

東京電力㈱ 32,353 66.7 34,203 65.7
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 部門別
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高
当期
施工高
(百万円)

手持
工事高
(百万円)

うち施工高

比率
(％)

金額
(百万円)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

火力 12,66020,04632,70721,41011,297 19.4 2,18821,235

原子力 8,07120,57128,64216,42212,220 32.6 3,98617,840

水力・変電 2,595 3,247 5,842 3,639 2,202 44.1 971 3,429

空調・電設
・通信

1,983 5,015 6,998 5,275 1,723 25.5 438 5,154

その他 ― 59 59 59 ― ― ― 59

計 25,31048,94074,25046,80727,443 27.6 7,58547,719

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

火力 11,29722,34033,63720,58513,052 25.7 3,35621,753

原子力 12,22017,13529,35519,4319,923 30.5 3,02718,473

水力・変電 2,202 2,627 4,830 3,986 844 42.0 354 3,369

空調・電設
・通信

1,723 5,066 6,789 5,038 1,751 34.6 606 5,205

その他 ― 74 74 74 ― ― ― 74

計 27,44347,24474,68749,11625,571 28.7 7,34448,875

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注工事高にその増

減額を含む。したがって、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　次期繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。

３　当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。

　

②　受注工事の受注方法別比率

　工事受注方法は、特命と競争に大別される。

　

期別 部門別 特命(％) 競争(％) 計(％)

前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

火力 88.3 11.7 100

原子力 97.4 2.6 100

水力・変電 98.8 1.2 100

空調・電設・通信 75.5 24.5 100

当事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

火力 95.2 4.8 100

原子力 96.9 3.1 100

水力・変電 91.4 8.6 100

空調・電設・通信 66.6 33.4 100

(注)　百分比は請負金額比である。
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③　完成工事高

　

期別 部門別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

火力 1 21,409 21,410

原子力 ― 16,422 16,422

水力・変電 ― 3,639 3,639

空調・電設・通信 237 5,037 5,275

その他 ― 59 59

計 238 46,568 46,807

当事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

火力 ― 20,585 20,585

原子力 ― 19,431 19,431

水力・変電 ― 3,986 3,986

空調・電設・通信 1 5,036 5,038

その他 ― 74 74

計 1 49,114 49,116

(注) １　完成工事のうち主なものは、次のとおりである。

　
前事業年度　請負金額１億円以上の主なもの

相手先 工事件名

東京電力㈱
柏崎刈羽原子力発電所４号一般電気・原子炉建屋補機冷却系ポンプ・本体設
備他定期点検工事

東京電力㈱ 北東京変電所５号変圧器取替工事他３件工事

東京電力㈱ 広野火力発電所４号ボイラ定期点検工事

三菱電機㈱ 北海道電力㈱高見水力発電所２号機水車発電機修理工事

前田建設工業㈱ 多摩大学湘南キャンパス新棟新築工事

　
当事業年度　請負金額１億円以上の主なもの

相手先 工事件名

東京電力㈱ 福島第二原子力発電所２号タービン本体設備他定期点検工事

ＪＦＥエンジニアリン
グ㈱

川崎アゼリア冷却塔更新工事のうち空調換気設備改修工事

東京電力㈱ 五井火力発電所１号ボイラ定期点検修理工事

三菱電機㈱ 北海道電力㈱新冠水力発電所１号機ポンプ水車発電電動機修繕工事

東京電力㈱ 南横浜変電所主２Ｂ変圧器取替工事

　

２　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高およびその割合は、次のとおりである。

相手先

前事業年度 当事業年度

完成工事高
(百万円)

割合(％)
完成工事高
(百万円)

割合(％)

東京電力㈱ 32,004 68.4 33,636 68.5
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④　手持工事高

平成20年３月31日現在

部門別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

火力 ― 13,052 13,052

原子力 ― 9,923 9,923

水力・変電 ― 844 844

空調・電設・通信 ― 1,751 1,751

その他 ― ― ―

計 ― 25,571 25,571

(注) 手持工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりである。

　
相手先 工事件名 完成予定年月

東京電力㈱
中越沖地震復旧に伴う柏崎刈羽原子力発電所１号機屋外消火栓
配管改修工事他12件

平成21年３月

前田建設工業㈱ 練馬・中村北計画のうち電気設備工事 平成21年３月

鹿島共同火力㈱
鹿島共同発電所第３号機定期点検手入工事のうちタービン関係
点検手入工事

平成20年７月

東京電力㈱ 新高瀬川水力発電所１・２号入口弁修理工事他１件工事 平成20年６月

東京電力㈱ 新野田変電所500ｋｖ１Ｕ母線保護リレー取替工事他12件 平成20年６月

　

３ 【対処すべき課題】

今後の見通しについては、原油・素材価格の高止まりや米国経済の影響を受け、景気の減速懸念が強まる

とともに、地震の影響により停止した原子力発電所の復旧の見通しが不透明な状況にある。 

　当社グループとしては、このような状況を乗り切るため、既存事業の深堀りと新領域事業の更なる受注拡

大ならびに徹底した原価低減と経費削減を図っていく。このための方策として、お客さまや市場のニーズを

的確に捉えた技術提案型営業を積極的に展開していくとともに、成長性確保に向けた取り組みとして、発・

変電設備の保守範囲の拡大に加え、新規火力・原子力発電設備の建設および原子力発電所の震災復旧・耐

震性向上工事への参画等による電力関連設備工事の事業領域を拡大していく。また、環境重視型社会に適合

した省エネルギー・省コストシステムを提案するエネルギーソリューション事業やＰＦＩ（民間資金活用

による社会資本整備）事業、画期的な技術革新や設備投資が旺盛な情報通信設備工事への参画等により新

領域事業の拡充に努め、受注の拡大と利益の確保を図っていく。

　さらに、経営全般にわたり従来の発想に捉われない思い切った改善・改革を推進し、業務の有効性と効率

性の追求による原価管理の徹底と諸経費の削減に努めるとともに、財務報告の信頼性確保および業務の適

正を確保するための内部統制システムの整備と的確な運用によるリスク管理の一層の強化を図り、厳しい

経営環境に当社グループの総力を挙げて対処していく所存である。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績および財政状態等が影響を受ける可能性のあるリスクには、以下のようなもの

がある。 

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成20年３月31日)現在において判断したも

のである。

(1) 受注環境

当社グループは、市場の変化に対応した営業体制の強化を図るとともに、お客さまや市場のニーズを的

確に捉えた技術提案型営業活動を積極的に展開している。しかしながら、当社グループに影響の大きい電

力関連設備工事においてエネルギー市場の厳しい競争等により、設備投資や修繕費が変動した場合、当社

グループの業績は影響を受ける可能性がある。

(2) 工事施工

当社グループは、設備工事業を主たる事業としており、「品質」「環境」「労働安全衛生」を統合した

マネジメントシステムを基軸とした工事施工品質の向上とお客さまや市場のニーズを的確に把握するた

めのＣＳ(お客さま満足)活動のレベルアップにより、事業基盤のより一層の強化に努めている。しかしな

がら、設備工事における人的・物的事故や災害が発生した場合や工事施工中における自然災害等の想定

外の事象が発生した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

(3) 工事原価の変動

当社グループは、業務全般にわたる有効性と効率性の追求により、事業基盤の一層の強化に努めてい

る。しかしながら、原油・素材価格の高騰から工事用資機材等の値上げの影響を受ける可能性があり、ま

た、雇用環境の変化等外注費が上昇傾向にあることから、今後、工事の施工段階で予想以上の材料費や外

注費等の工事原価が発生した場合、工事損失引当金の計上等、当社グループの業績は影響を受ける可能性

がある。

(4) 株式および債券等の保有

当社グループは、保有する株式や債券に加え、企業年金資産としても株式や債券を保有している。これ

らは、株式市況や債券市況の動向等により時価が変動するため、当社グループの業績は影響を受ける可能

性がある。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項なし。

　

６ 【研究開発活動】

当社の研究開発は、主に技術部が中心となり、工事の施工における生産性の向上、コストダウンおよび安

全の確保を目的とした新技術、新工法の開発、ならびに新分野技術の開発に重点をおいて推進している。 

　当連結会計年度における研究開発費は102百万円であり、主な研究開発の内容は以下のとおりである。 

　なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。

　

(1) レーザーによる表面クリーニング技術の研究（原子力部門）

レーザーを用いた表面クリーニング技術は塗装の剥離・航空機の表面付着物の除去等に使用されてい

る技術である。この技術を原子力発電所の機器等の放射性物質除去（除洗）に応用する研究を行ってい

る。

(2) 架線工事用補助治具の開発（水力・変電部門）

超高圧屋外変電所におけるＶ字型碍子取替工事において、碍子吊降ろし・吊り上げ作業における作業

時間の短縮および作業用機器の削減を図る補助治具を開発した。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

当社グループの財政状態は、主に工事の進捗に伴って発生する売上債権や棚卸資産、仕入債務、工事前

受金等によって変動する。また、固定資産のうち、土地・建物については、事業所、研修施設、社宅・独身寮

等を所有し、その他の資産として工事用機械設備、業務用備品等がある。投資有価証券については、主に株

式を保有している。

① 資産の部

当連結会計年度末における資産残高は603億64百万円となり、前連結会計年度末と比べて27億73百万円

減少している。 これは主に保有株式の株価の下落により、投資有価証券が減少したためである。

② 負債の部

当連結会計年度末における負債残高は167億28百万円となり、前連結会計年度末と比べて10億75百万円

減少している。これは主に前連結会計年度末に計上した仕入債務(工事未払金)が、当連結会計年度の支払

いにより減少したためである。

③ 純資産の部

当連結会計年度末における純資産残高は436億36百万円となり、前連結会計年度末と比べて16億97百万

円減少している。これは主に保有株式の株価の下落により、その他有価証券評価差額金が減少したためで

ある。

　

運転資金および設備資金等は自己資金でまかなっており、一時的な増減はあるが資金の流動性は確保

されている。

なお、キャッシュ・フローの状況については、「１業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記

載している。 

　

(2) 経営成績の分析

当連結会計年度における売上高は、520億90百万円となり、前連結会計年度と比べて35億99百万円の増

加となった。これは原子力部門における発電設備点検工事の増加や水力・変電部門、空調・電設・通信部

門等の増額によるものである。

 営業利益は、諸経費の削減や原価管理の徹底により、経営全般にわたる原価低減に努めたが、材料費や外

注費の上昇等により、23億16百万円となり、前連結会計年度と比べて２億78百万円の減少となった。

 営業外損益は、受取利息や受取配当金の増加により収益は増加したが、保有している有価証券の評価損

の計上により、経常利益が25億８百万円となり、前連結会計年度と比べて２億44百万円の減少となった。

 特別損益においても、保有している有価証券の評価損の計上等により、税金等調整前当期純利益が20億

93百万円となり、前連結会計年度と比べて７億８百万円の減少となった。

 法人税等を控除した当期純利益は、12億37百万円となり、前連結会計年度と比べて３億64百万円の減少

となった。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は４億84百万円である。このうち主なものは、施工能力の強化

を目的とした工具器具の購入および事業の拡大を目的とした賃貸用建物の新築である。

　なお、施工能力に重大な影響を及ぼすような固定資産の売却、撤去はない。

　

(注)　設備の状況の各記載金額には消費税等は含まれていない。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の部門の名称

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物

構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地

合計

面積(㎡) 金額

本社
(東京都港区他) ― 2,545 134

42,762
(374)

7,172 9,852 489

京浜支社
(川崎市川崎区)

火力部門 387 35
―
(954)

― 422 117

千葉支社
(千葉県市原市)

火力部門 574 39
5,347
(3,661)

427 1,041 157

茨城支社
(茨城県神栖市)

火力部門 158 18
7,739
(1,708)

81 257 63

福島支社
(福島県双葉郡富岡町)

火力、原子力部門 496 88
14,422
(10,094)

217 801 232

新潟支社
(新潟県柏崎市)

原子力部門 234 55
6,791
(6,239)

149 439 85

青森支社
(青森県上北郡六ヶ所村)

原子力部門 183 3 6,599 75 262 31

総合技術センター
(千葉市中央区) ― 891 129

―
(20,898)

― 1,021 44
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(2) 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の部門
等の名称

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物

構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地

合計

面積(㎡) 金額

東工企業㈱
本社
(東京都港区)

管理部門および
その他部門

996 25 6,306 342 1,363 2

㈱バイコム
本社
(東京都足立区)

管理部門および
その他部門

1 364 ― ― 366 16

㈱テクノ東京
本社
(東京都足立区)

火力、原子力、空
調・電設・通信
部門および管理
部門

0 3 ― ― 3 52

東工電設㈱
本社
(東京都杉並区)

水力・変電部門
および管理部門

16 3 1,649 109 128 24

㈱清田工業
本社
(東京都中央区)

空調・電設・通
信部門および管
理部門

2 2 ― ― 4 61

㈱東輝
本社
(東京都港区)

管理部門および
その他部門

― ― ― ― ― 2

　
(注) １　帳簿価額に建設仮勘定は含まない。

２　提出会社は、土地および建物の一部を連結会社以外から賃借しており、その年間賃借料は３億47百万円である。

なお、賃借している土地の面積については、(　)で外書きしている。

３　提出会社の土地建物のうち連結会社以外に賃貸している主なもの

事業所名
(所在地)

土地(㎡) 建物(㎡)

本社
(東京都港区他)

3,296 4,087

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

　資金の効率的活用として賃貸用建物の新築について、次のとおり計画している。

　

(1) 重要な設備の新設等

　
会社名
名　称

（所在地）
内容

投資予定金額(百万円) 資金
備考

総額 既支払額 調達方法

(株)東京エネシス 平成20年８月着手

(仮称)川崎区本町ビル（賃貸） 建物 740 7 自己資金 平成21年９月完成

(神奈川県川崎市川崎区) 　　　　　　　　予定

東工企業(株) 平成20年２月着手

(仮称)コーポ北寺尾（賃貸） 建物 600 182 自己資金 平成20年11月完成

(神奈川県横浜市鶴見区) 　　　　　　　　予定

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項なし。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

平成20年３月31日現在

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,589,000

計 72,589,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 37,261,75237,261,752
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 37,261,75237,261,752― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年７月５日 △2,000,00037,261,752 ― 2,881 ― 3,723

(注)　発行済株式総数増減数は、自己株式の消却による減少である。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 34 24 148 65 1 3,0533,325 ―

所有株式数
    (単元)

― 11,443 295 7,1584,009 1 13,77536,681580,752

所有株式数
の割合(％)

― 31.20 0.80 19.5110.93 0.00 37.56 100 ―

(注) １　自己株式2,231,969株は、「個人その他」に2,231単元および「単元未満株式の状況」に969株含まれている。

２　「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれている。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目１－３ 2,081 5.59

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,822 4.89

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,720 4.62

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 1,720 4.62

東京エネシス社員持株会 東京都港区新橋６丁目９－７ 1,614 4.34

株式会社東芝 東京都港区芝浦１丁目１－１ 1,331 3.57

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 1,287 3.45

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,102 2.96

シージーエムエルロンドンエク
イティ
（常任代理人 シティバンク銀行
株式会社）

CITIGROUP CENTRE,CANADA SQUARE,CANARY
WHARF,LONDON E14 5LB
（東京都品川区東品川２丁目３－14）

1,052 2.82

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 734 1.97

計 ― 14,468 38.83

(注)　上記の他、当社は自己株式を2,231千株(5.99％)所有している。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,231,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,450,000 34,450 同上

単元未満株式 普通株式 580,752 ― 同上

発行済株式総数 37,261,752 ― ―

総株主の議決権 ― 34,450 ―

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株が含まれている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式969株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東京エネシス

東京都港区新橋６丁目９番
７号

2,231,000 ― 2,231,0005.99

計 ― 2,231,000 ― 2,231,0005.99

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号および第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

会社法第155条第３号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年１月８日)での決議状況
(取得期間平成20年１月９日～平成20年３月18日)

500,000 400,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 500,000 287,808,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 112,192,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 28.0

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 0.0 28.0

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 24,056 22,395,210

当期間における取得自己株式 138 73,802

　
(注)「当期間における取得自己株式」には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
（単元未満株式の買増請求による売渡）

5,410 3,586,907 3,749 1,960,278

保有自己株式数 2,231,969― 2,228,358―

　
(注) １　当期間における「その他(単元未満株式の買増請求による売渡)」には、平成20年６月１日から有価証券報告書

提出日までの単元未満株式の買増しによる株式数は含めていない。

　　 ２　当期間における「保有自己株式数」には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りおよび買増しによる株式数は含めていない。
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３ 【配当政策】

当社は、中長期的な視点に立ち、安定した配当の継続を基本に、業績、内部留保の状況および今後の事業展

開への備え等を総合勘案して実施することとしている。内部留保については、経営基盤の強化と今後の事業

拡大のための設備投資および事業投資等の中長期的な視点からの諸施策の展開に活用していく所存であ

る。また、株主還元と資本効率の向上を目的とした自己株式の取得については、引き続き検討・実施する。こ

のような方針に基づき、株主還元率（配当と自己株式取得を合わせた金額の当期純利益に対する比率）

50％程度を「中期経営計画」（平成20～22年度）の目標としている。 

　当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としており、これら配当の決定機関

は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会である。 

　当事業年度の配当金は、期末配当金を中間配当金と同額の１株当たり普通配当１円50銭増配の７円50銭と

した。この結果、年間配当金は当初の予定どおり１株当たり普通配当３円増配の15円となった。 

　なお、当社は、「取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨

を定款に定めている。 

 

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、次のとおりである。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たりの配当額(円)

平成19年10月30日取締役会決議 266 7.50

平成20年６月27日定時株主総会決議 262 7.50

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 505 643 1,315 1,235 1,173

最低(円) 310 370 556 741 484

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 850 746 719 650 639 588

最低(円) 719 592 623 502 524 484

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５ 【役員の状況】

平成20年６月27日現在

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

お客さま
本部長

小　島　民　生 昭和17年２月３日生

平成７年６月 東京電力株式会社大井火力発電所

長

(注)2 21

平成９年２月 同社大井火力発電所長兼品川火力

建設所長

平成10年６月 同社火力部長

平成12年２月 同社理事西火力事業所長

平成13年６月 同社常任監査役

平成18年６月 当社代表取締役社長

平成19年６月 当社代表取締役社長お客さま本部

長(現在)

常務取締役 ― 家　田　　　洋 昭和18年11月21日生

昭和42年４月 当社入社

(注)2 16

平成９年７月 当社企画部長

平成11年７月 当社特任理事企画部長

平成13年６月 当社取締役企画部長

平成15年６月 当社常務取締役企画部長

平成16年６月 当社常務取締役(現在)

常務取締役 原子力本部長 浜　田　憲二郎 昭和19年６月９日生

平成９年６月 東京電力株式会社広野火力発電所

長

(注)2 9

平成11年８月 同社広野火力発電所長兼広野火力

建設所長

平成12年６月 同社原子力管理部長

平成13年６月 同社理事原子力管理部長

平成14年６月 当社取締役原子力本部副本部長

平成15年６月 当社常務取締役原子力本部長(現

在)

常務取締役
安全品質統括
本部長

鈴　木　達　夫 昭和21年12月18日生

平成６年７月 東京電力株式会社横浜火力建設所

副所長

(注)2 5

平成８年７月 同社業務管理部副部長

平成12年６月 同社西火力事業所川崎火力発電所

長兼川崎火力建設所長

平成14年６月 当社特任理事火力本部副本部長

平成15年６月 当社取締役火力本部長代理

平成18年６月 当社常務取締役安全品質統括本部

長(現在)

常務取締役 ― 鈴　木　和　夫 昭和18年８月２日生

平成８年７月 東京電力株式会社監査役業務部副

部長

(注)2 4

平成11年７月 同社関連事業部流通設備・サービ

ス系グループマネージャー(副部

長)

平成12年７月 同社関連事業部事業管理グループ

マネージャー

平成14年７月 当社経理部部長

平成16年６月 当社取締役経営企画室長

平成19年６月 当社常務取締役(現在)

常務取締役 工務本部長 芦　田　宏　大 昭和22年12月13日生

昭和46年４月 当社入社

(注)2 10

平成15年６月 当社工務部長

平成17年６月 当社執行役員工務部長

平成18年６月 当社執行役員工務本部副本部長兼

水力工事部長

平成19年６月 当社取締役工務本部長

平成20年６月 当社常務取締役工務本部長(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 火力本部長 深　澤　義　典 昭和24年11月６日生

昭和48年４月 当社入社

(注)2 4

平成14年６月 当社京浜支社副支社長

平成15年６月 当社京浜支社長

平成17年６月 当社執行役員千葉支社長

平成19年６月 当社取締役火力本部長代理兼火力

技術部長

平成20年６月 当社取締役火力本部長(現在)

取締役
原子力本部長
代理兼原子力
技術部長

鈴　木　　　均 昭和24年11月29日生

昭和47年４月 当社入社

(注)2 7

平成15年６月 当社業務監査室長

平成16年６月 当社業務管理部長

平成19年６月 当社執行役員原子力本部副本部長

兼原子力技術部長

平成20年６月 当社取締役原子力本部長代理兼原

子力技術部長(現在)

常勤監査役 ─ 湯　浅　洽　司 昭和19年９月26日生

昭和42年４月 当社入社

(注)3 6

平成13年７月 当社特任理事火力本部火力業務部

長

平成15年６月 当社取締役火力本部長兼火力技術

部長

平成16年６月 当社常務取締役火力本部長兼火力

技術部長

平成17年６月 当社常務取締役火力本部長

平成20年６月 当社常勤監査役(現在)

常勤監査役 ─ 佐　藤　道　夫 昭和24年８月17日生

平成９年７月 東京電力株式会社経理部副部長

(注)3 6

平成12年３月 同社東京東支店江戸川支社長

平成14年７月 同社東京支店江東支社長

平成16年７月 同社監査役業務部長

平成18年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役 ─ 皷　　　紀　男 昭和21年８月11日生

平成10年８月 東京電力株式会社秘書部長

(注)3 ―

平成14年６月 同社理事立地地域本部立地部長

平成15年６月 同社取締役立地地域本部副本部長

平成16年６月 同社常務取締役原子力・立地本部

副本部長

平成16年６月 当社監査役(現在)

平成18年６月 東京電力株式会社常務取締役

平成19年６月 同社代表取締役副社長原子力・立

地本部副本部長(現在)

監査役 ─ 植　松　道　明 昭和20年11月26日生

平成８年６月 東光電気株式会社営業本部システ

ム営業部長

(注)3 2

平成12年６月 同社営業本部電力機器営業部長

平成14年６月 同社理事営業本部副本部長兼営業

総括部長

平成15年６月 同社常任監査役

平成16年６月 当社監査役(現在)

平成19年６月 東光工運株式会社代表取締役社長

(現在)

計 90

(注) １　佐藤道夫、皷 紀男、植松道明の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

２　取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の
時までである。

３　監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の
時までである。

４　当社は、業務執行の効率性・迅速性を確保するため執行役員制度を導入している。執行役員は以下のとおりで
ある。

渡辺　茂夫 総合技術センター長 青柳　孝治 お客さま本部副本部長兼広報室長

川村　浩三 エネルギーソリューション部長 茂木　秀夫 福島支社長

渡辺　康成 新潟支社長 上野　　寛 千葉支社長

梅田　哲郎 人事部長 小川　　博 工務本部副本部長

石本昌三郎 技術部長 松浦　一郎 情報ネットワーク部長

藤川　芳史 火力本部副本部長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、社会はもとより株主・お客さま・取引先・従業員等のステークホルダーからの信頼と期待に

応えられる企業であり続けることを企業活動の基本としており、コーポレート・ガバナンスの充実を重

要な経営課題として認識している。 

　当社グループが、中期的に目指す方向性については、中期経営方針（経営ビジョン）において示してお

り、具体的には 「暮らしのより確かな基盤をつくる」 との経営理念の下、「私たちにできることがあり

ます」を合い言葉に、最適品質とサービスを提供することにより社会に貢献できる企業であり続けるこ

とを目指している。

　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

① コーポレート・ガバナンスに関する機関の内容

取締役会は、原則として月１回、また必要に応じて随時開催され、重要な職務執行について審議・決

定するとともに、取締役から定期的に、また必要に応じて職務執行の状況の報告を受けること等によ

り、取締役の職務執行を監督するとともに、執行役員に対しても必要に応じて職務遂行の状況の取締役

会への報告を求めている。 

　また取締役会に付議される事項を含め、経営に関する重要事項については、原則として月１回、または

必要に応じて開催される常務会やその他の会議体等において審議を行う等、的確かつ迅速な意思決定

を図り、効率的な事業運営を進めている。また、内部統制システムの有効性確保の観点から、各部門・各

職位の分掌業務と責任・権限を明確化するとともに特定の業務を担う執行役員の位置付けも明確にし

ている。なお、リスク管理、技術戦略、人材育成等の経営全般に関わる重要課題に対し、会社全体の方向

性を審議、調整、立案するため、組織を横断する社内委員会等を適宜、設置している。

　監査役会は、原則として月１回、また必要に応じて随時開催され、監査役相互の協議を行っている。監

査役は取締役会その他の重要な会議への出席、本社及び主要な事業所の業務及び財産の状況調査等に

より、取締役の職務執行状況等について厳正な監査を実施している。また、関係会社の監査役との意見

交換等により、グループとしての監査機能の充実を図っている。 

　内部監査については、業務管理部が中心となり、安全環境・品質管理部と協働で経営諸活動の遂行状

況を定期的に、また必要に応じ監査している。これらの主要な監査結果については、常務会等に報告さ

れ、所要の措置がとられている。

　

② 内部統制システムの整備の状況

当社は、「暮らしのより確かな基盤をつくる」との経営理念の下、会社業務の適正を確保するための

体制整備（内部統制システム構築の基本方針）を取締役会で決議している。

ａ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

社会規範に沿った事業運営と企業倫理遵守の徹底を図るため、「東京エネシスグループ企業行動

憲章」を定め、取締役はこれを率先して実践するとともに、執行役員及び従業員がこれを遵守するよ

う監督する。 

　また、リスク管理を中心に業務全般を統括管理する「事業運営会議」を設置し、企業倫理遵守につ

いても、この会議で統括することにより、コンプライアンス経営の徹底を図る。
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取締役会は、原則として毎月１回、また必要に応じて開催し、法令及び定款に従い、重要な職務執行

について審議・決定するとともに、取締役から定期的に、また必要に応じて職務執行の状況の報告を

受けること等により、取締役の職務執行を監督する。 

　また、執行役員及び従業員に対して、必要に応じて職務遂行の状況について、取締役会への報告を求

める。

取締役会の機能を補完し、効率的かつ適切な意思決定を図るため、常務会を設置する。常務会は、原

則として毎月１回、また必要に応じて開催し、取締役会付議事項を含む経営の重要事項について審議

する。

取締役は、法令及び定款に適合した適切な経営判断を行うため、常に的確な情報の収集に努める。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会、常務会、事業運営会議の議事録その他職務執行に係る情報については、その作成から利

活用、保存、廃棄に至るまでを社内規程で定め、適切に管理する。

ｃ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

経営管理サイクルを明示するとともに、管理サイクル上の会議体の位置付けを明確にし、経営上の

重要事項については、取締役会のほか常務会、事業運営会議、その他の会議体において適宜・適切に

審議する等、効率的な意思決定を図る。

取締役会の決定に基づく職務執行については、社内規程において責任と権限を明確にし、取締役、

執行役員及び従業員がそれぞれ迅速かつ適切にこれを執行する。

情報のセキュリティ確保を前提に、業務執行の効率性向上と適正の確保に資するＩＴ環境の整備

を図る。

ｄ．執行役員及び従業員の職務の遂行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

執行役員及び従業員全員が「東京エネシスグループ企業行動憲章」を遵守するよう、企業倫理統

括責任者及び各部署に配置する企業倫理責任者が、中心となりその定着化と徹底を図る。

法令や企業倫理上の問題を匿名で相談できる「企業倫理相談窓口」を設置し、寄せられた事案に

ついては「事業運営会議」で審議の上、適切に対応する。 

　なお、相談者のプライバシーについては、社内規程に従い厳重に保護する。

職務遂行に係る社内規程の策定にあたっては、遵守すべき法令等を明確にするとともに、教育研修

等によって当該規程に基づく職務遂行の徹底を図る。

執行役員及び従業員の職務遂行が法令及び定款に適合することを確保するため、内部監査組織が、

執行役員及び従業員の職務遂行状況について、定期的に、また必要に応じて監査し、その結果を常務

会等に報告する。 

　取締役は、監査報告を踏まえ、所要の改善を迅速に図る。

ｅ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

「東京エネシスグループ企業行動憲章」の下、企業集団として、目指すべき共通の方向性及び目標

等を中期経営計画・経営目標として示し、その達成に向け企業集団をあげて取り組む。

職務執行上の重要な事項については、社内規程等を整備し、子会社からの事前協議や報告を受ける

体制を構築する。また、当社取締役と子会社取締役が定期的に意見交換を行うこと等により、企業集

団全体の経営状況を把握するとともに、企業集団における経営課題の共有と解決に相互が努める。

「企業倫理相談窓口」を企業集団全体で利用できる環境を整えるとともに、必要に応じて当社の

内部監査組織が監査を行うこと等により、企業集団全体の業務の適正を確保する。

　

ｆ．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

監査役の求めに応じて、監査役の職務を補佐する従業員を配置する。

ただし、専任・兼任については、事前に監査役と協議する。

ｇ．上記ｆ．の従業員の取締役からの独立性に関する事項
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監査役の職務を補佐する任に兼務で選任された従業員は、監査役の指揮命令に優先的に服するも

のとする。 

　また、その人事に関する事項については、事前に監査役と協議する。 

ｈ．取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、直ちに監査役会に報告

するとともに、監査役の求める事項について、必要な報告を行う。 

　また、執行役員及び従業員から、監査役に対し必要かつ適切な報告が行われるよう体制を整備する。

ｉ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が常務会その他の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べることのできる体制を整

備する。

会計監査人及び内部監査組織が、監査役と連携を図るための環境を整える等、監査役監査の実効性

を確保するための体制を整備する。

　

③ リスク管理体制の整備の状況

取締役は、事業活動に伴うリスクを定期的に、また必要に応じて把握・評価し、毎年度の経営計画に

反映する。また、全社的にリスクの管理がなされるよう、社内規程を整備する。

個々のリスクの管理は、社内規程に従い業務所管箇所が職務遂行の中で管理することを基本とし、複

数の所管に跨る場合は、部門間協議の上、組織横断的なタスクチーム等で適切に管理する。

経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、「事業運営会議」において、リスクの現

実化の予防に努めるとともに、万一現実化した場合には、迅速かつ的確に対応することにより、経営に

及ぼす影響を最小限に抑制するよう努める。

当社事業運営の基盤をなす「品質」・「安全」・「環境」に係るリスクについては、統合マネジメ

ントシステムに従い、リスクアセスメントを徹底し、リスクからの回避に努める。

大規模地震・風水害等の非常災害の発生に備え、対応組織の設置、情報連絡体制の構築及び定期的な

訓練の実施等、適切な体制を整備する。

リスク管理体制の有効性については、内部監査組織が重点監査項目として定期的に、また必要に応じ

て監査し、その結果を常務会等に報告する。

取締役は、監査報告を踏まえ、所要の改善を迅速に図る。

　

(3) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社の社外監査役 皷 紀男氏は東京電力㈱代表取締役副社長であり、植松道明氏は東光工運㈱代表取

締役社長である。当社と両社との間には営業取引関係がある。

なお、当社は社外取締役の選任を行っていない。
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(4) 会計監査の状況

当社は、会計監査人として、新日本監査法人と契約を結び、厳正な会計監査を受けている。

　なお、当社の会計監査人であった東陽監査法人は、平成19年８月23日付をもって退任した。

　このため監査役会は、会計監査人が不在となることを回避するため、会社法第346条第４項および第６項

の規定に基づき、平成19年８月23日付にて新日本監査法人を一時会計監査人に選任した。

　また、会計監査の継続性を確保するため、平成20年６月27日開催の第61期定時株主総会において同監査

法人を当社の会計監査人として選任した。

　

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員　業務執行社員 池　上　　　玄

新日本監査法人指定社員　業務執行社員 太　田　周　二

指定社員　業務執行社員 白　羽　龍　三

(注)　継続監査年数については、７年以内であるため記載を省略している。

　

監査業務に係る補助者の構成　　　公認会計士　９名　　　会計士補　３名

　

(5) 役員報酬および監査報酬等の内容

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬等および監査法人に対する監査報酬

等は以下のとおりである。

①　役員報酬等：

取締役に対する報酬等の額 157百万円

監査役に対する報酬等の額 39百万円

(注)上記の報酬等の額には、平成20年６月27日定時株主総会決議の取締役賞与30百万円および当事業年度に係る

役員退職慰労引当金として計上した21百万円(取締役18百万円、監査役３百万円)を含んでいる。

②　監査報酬等：

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の額 31百万円

会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 36百万円

(注)公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の業務である財務報告に係る内部統制の構築等に関するアド

バイザリー業務を委託し、その対価を支払っている。

　

　

(6) 自己の株式の取得に関する事項

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応し資本政策の機動性を高めるため、会社法

第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することがで

きる旨を定款で定めている。

　

(7) 取締役の定数および取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の定数について、８名以内とする旨を定款に定めている。

　また、当社は、取締役の選任の決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらないものとする

旨を定款に定めている。
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(8) 取締役および監査役の責任免除

当社は、取締役および監査役が職務の遂行にあたり、その能力を充分に発揮し、期待される役割を果た

すことができることを目的として、会社法第426条第１項の規定によって、取締役および監査役が職務を

行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、その取締役および監査役(取

締役および監査役であった者を含む。)の同法第423条第１項の責任を法令の限度において免除すること

ができる旨を定款に定めている。

　

(9) 中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、株主への機動的な利益還元をできるよう、取締役会の決議

によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めている。

　

(10) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会を円滑に運営するため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めている。

　

コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省

令第14号)に準じて記載している。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成している。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則および「建設業法施行規則」(昭和24年

建設省令第14号)により作成している。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

している。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)および前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表および財務諸表

については、東陽監査法人により監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会

計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)および当事業年度(平成19年４月１日から平成20年

３月31日まで)の連結財務諸表および財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けている。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代している。

　　前連結会計年度および前事業年度　　東陽監査法人

　　当連結会計年度および当事業年度　　新日本監査法人

EDINET提出書類

株式会社東京エネシス(E00092)

有価証券報告書

29/85



１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金預金 ※１ 4,735 3,692

　　　受取手形・
　　　完成工事未収入金等

※２ 12,555 11,254

　　　有価証券 7,040 9,316

　　　未成工事支出金等 7,438 7,195

　　　繰延税金資産 841 963

　　　その他 369 232

　　　貸倒引当金 △2 △1

　　　　　流動資産合計 32,97852.2 32,65354.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　建物・構築物 ※３ 14,776 ―

　　　機械・運搬具 2,040 ―

　　　工具器具・備品 ※３ 3,566 ―

　　　土地 ※３ 8,575 ―

　　　建設仮勘定 4 ―

　　　減価償却累計額 △12,423 ―

　１　有形固定資産

　　　建物・構築物 ※3,4 ― 6,488

　　　機械・運搬具 ※４ ― 321

　　　工具器具・備品 ※3,4 ― 582

　　　土地 ※３ ― 8,575

　　　建設仮勘定 ― 206

　　　　有形固定資産合計 16,539 16,173

　２　無形固定資産 198 182

　３　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ※５ 12,576 9,819

　　　長期貸付金 3 2

　　　繰延税金資産 112 1,099

　　　その他 818 521

　　　貸倒引当金 △89 △86

　　　　投資その他の資産合計 13,421 11,355

　　　　　固定資産合計 30,15947.8 27,71145.9

　　　　　　資産合計 63,138100  60,364100  

EDINET提出書類

株式会社東京エネシス(E00092)

有価証券報告書

30/85



　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　支払手形・工事未払金等 6,112 5,554

　　　短期借入金 ※１ 716 686

　　　未払法人税等 477 511

　　　未成工事受入金 795 1,123

　　　役員賞与引当金 43 43

　　　完成工事補償引当金 16 15

　　　工事損失引当金 281 295

　　　その他 2,505 2,280

　　　　　流動負債合計 10,94917.3 10,51017.4

Ⅱ　固定負債

　　　長期借入金 200 225

　　　繰延税金負債 88 14

　　　退職給付引当金 5,956 5,613

　　　役員退職慰労引当金 86 85

　　　その他 522 278

　　　　　固定負債合計 6,85410.9 6,21710.3

　　　　　負債合計 17,80328.2 16,72827.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　　　資本金 2,8814.6 2,8814.8

　　　資本剰余金 3,7275.9 3,7286.2

　　　利益剰余金 35,41956.0 35,99859.6

　　　自己株式 △658△1.0 △966△1.6

　　　　　株主資本合計 41,36965.5 41,64269.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

3,8656.1 1,9623.2

　　　　　評価・換算差額等
　　　　　合計

3,8656.1 1,9623.2

Ⅲ　少数株主持分 98 0.2 31 0.1

　　　　　純資産合計 45,33471.8 43,63672.3

　　　　　負債純資産合計 63,138100  60,364100  
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

 (自　平成18年４月１日 
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　　完成工事高 48,490  100 52,090  100 

Ⅱ　売上原価

　　　完成工事原価 42,91588.5 46,50989.3

　　　 売上総利益

　　　　完成工事総利益 5,57511.5 5,58010.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

2,9806.1 3,2646.3

　　　　営業利益 2,5955.4 2,3164.4

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 46 73

　　　受取配当金 132 174

　　　負ののれん償却額 ― 77

　　　その他 26 205 0.4 26 351 0.7

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 13 17

　　　投資有価証券評価損 33 133

　　　その他 0 47 0.1 9 159 0.3

　　　　経常利益 2,7535.7 2,5084.8

Ⅵ　特別利益

      債務免除益 ― 5

　　　投資有価証券売却益 68 ―

　　　その他 0 69 0.1 0 5 0.0

Ⅶ　特別損失

　　　固定資産除却損 ※３ ― 85

　　　投資有価証券売却損 4 ―

　　　投資有価証券評価損 14 100

      貸倒損失 ― 182

　　　その他 1 20 0.0 51 420 0.8

　　　　税金等調整前
　　　　当期純利益

2,8025.8 2,0934.0

　　　　法人税、住民税
　　　　及び事業税

1,036 795

　　　　法人税等調整額 159 1,1962.5 128 923 1.7

　　　　少数株主利益又は
　　　　少数株主損失(△)

4 0.0 △67 △0.1

　　　　当期純利益 1,6013.3 1,2372.4
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分

純資産

合計
資本金

資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主

資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

評価・換算

差額等

合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,8813,72534,465△627 40,4443,1463,146 ― 43,590

連結会計年度中の変動額

　利益処分による剰余金の配当 △213 △213 △213

　剰余金の配当 △391 △391 △391

　利益処分による役員賞与 △43 △43 △43

　当期純利益 1,601 1,601 1,601

　自己株式の取得 △31 △31 △31

　自己株式の処分 1 1 2 2

　株主資本以外の項目の連結
  会計年度中の変動額(純額)

719 719 98 818

連結会計年度中の変動額合計
                    (百万円)

― 1 953 △30 925 719 719 98 1,744

平成19年３月31日残高(百万円) 2,8813,72735,419△658 41,3693,8653,865 98 45,334

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分

純資産

合計
資本金

資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

株主

資本

合計

その他

有価証券

評価

差額金

評価・換算

差額等

合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,8813,72735,419△658 41,3693,8653,865 98 45,334

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △657 △657 △657

　当期純利益 1,237 1,237 1,237

　自己株式の取得 △310 △310 △310

　自己株式の処分 1 2 3 3

　株主資本以外の項目の連結
  会計年度中の変動額(純額)

△1,903△1,903 △67 △1,970

連結会計年度中の変動額合計
                    (百万円)

― 1 579 △307 273△1,903△1,903 △67 △1,697

平成20年３月31日残高(百万円) 2,8813,72835,998△966 41,6421,9621,962 31 43,636
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 2,802 2,093

　　　減価償却費 735 878

　　　負ののれん償却額 ― △77

　　　退職給付引当金の増加・減少(△)額 △207 △343

　　　工事損失引当金の増加・減少(△)額 △261 ―

　　　役員賞与引当金の増加・減少(△)額 41 ―

　　　受取利息及び受取配当金 △178 △247

　　　支払利息 13 17

　　　投資有価証券評価損 47 234

　　　投資有価証券売却損・益(△) △63 ―

　　　有形固定資産除却損 ― 85

　　　売上債権の減少・増加(△)額 551 1,301

　　　未成工事支出金の減少・増加(△)額 △421 261

　　　たな卸資産の減少・増加(△)額 10 △34

　　　仕入債務の増加・減少(△)額 △47 △517

　　　未成工事受入金の増加・減少(△)額 △293 327

　　　役員賞与金の支払額 △43 ―

　　　その他 6 275

小計 2,691 4,254

　　　利息及び配当金の受取額 209 256

　　　利息の支払額 △13 △17

　　　法人税等の支払額 △2,231 △789

　　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 656 3,704

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　定期預金の預入による支出 △100 △203

　　　定期預金の払戻による収入 100 500

　　　有価証券の取得による支出 △9,822 △11,036

　　　有価証券の売却による収入 10,395 10,465

　　　有形固定資産の取得による支出 △2,277 △487

　　　無形固定資産の取得による支出 △148 △42

　　　有形固定資産の除却による支出 ― △45

　　　投資有価証券の取得による支出 △995 △3,920

　　　投資有価証券の売却による収入 1,673 2

　　　貸付けによる支出 ― △1

　　　貸付金の回収による収入 4 2

　　　差入保証金の差入による支出 ― △41

　　　その他 △43 26

　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,213 △4,783

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

      短期借入れによる収入 ― 500

　　　短期借入金の返済による支出 ― △592

　　　長期借入れによる収入 200 100

　　　長期借入金の返済による支出 ― △12

　　　自己株式の取得による支出 △31 △310

　　　配当金の支払額 △602 △655

　　　その他 11 3

　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △422 △966

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 △979 △2,047

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 5,693 5,223

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 510 ―

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,223 3,176

　

EDINET提出書類

株式会社東京エネシス(E00092)

有価証券報告書

34/85



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 子会社(６社)は、すべて連結している。
子会社名は、「第1　企業の概況　４ 関
係会社の状況」に記載のとおりであ
る。
なお、㈱清田工業については、支配力基
準により、また、㈱東輝については、株
式取得により子会社となったため当連
結会計年度より連結の範囲に含めてい
る。

子会社(６社)は、すべて連結している。
子会社名は、「第1　企業の概況　４ 関
係会社の状況」に記載のとおりであ
る。

２　持分法の適用に関する事
項

①　持分法を適用した非連結子会社又
は関連会社

　　　該当事項なし。
②　持分法を適用しない関連会社名
　　　新潟クリエイティブ工業㈱
③　持分法を適用しない理由
　　　当期純損益(持分に見合う額)およ

び利益剰余金(持分に見合う額)
等からみて、持分法の対象から
除いても連結財務諸表に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため。

①　持分法を適用した非連結子会社又
は関連会社

同左
②　持分法を適用しない関連会社名

同左
③　持分法を適用しない理由

同左
　　　

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社、㈱清田工業の決算日は９
月30日である。連結財務諸表の作成に
あたっては、連結決算日３月31日現在
で実施した中間決算に基づく財務諸表
を使用している。 
上記以外の連結子会社の事業年度末日
は連結決算日と同一である。

同左

４　会計処理基準に関する事
項

　(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

①　有価証券
　　満期保有目的の債券
　　　償却原価法(定額法)
　　関連会社株式
　　　移動平均法による原価法
　　その他有価証券
　イ　時価のあるもの
　　　連結決算期末日の市場価格等に基

づく時価法
　　　(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均
法により算定)

　　　なお、複合金融商品については、組
込デリバティブを合理的に区別
して測定することができないた
め、商品全体を時価評価し、評価
差額を損益に計上している。

　ロ　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法
②　たな卸資産
　イ　未成工事支出金
　　　個別法による原価法
　ロ　材料貯蔵品
　　　最終仕入原価法による原価法

①　有価証券
　　満期保有目的の債券

同左
　　関連会社株式

同左
　　その他有価証券
　イ　時価のあるもの

同左
　　　

 
　ロ　時価のないもの

同左
②　たな卸資産
　イ　未成工事支出金

同左
　ロ　材料貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

①　有形固定資産
　　定率法を採用している。
　　ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備を除く)
については、定額法を採用してい
る。

　　また、連結子会社(東工企業㈱・㈱バ
イコム)のリース資産については、
リース期間を償却年数とする定額
法を採用している。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり
である。

　　　建物・構築物　　　10～50年
　　　機械・運搬具　　　５～15年
　　　工具器具・備品　　２～15年

①　有形固定資産
同左

②　無形固定資産

　　定額法を採用している。

　　なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用し

ている。

②　無形固定資産

同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上している。

①　貸倒引当金

同左

②　役員賞与引当金

　　役員に対して支給する賞与の支出に

備えるため、当連結会計年度末に

おける支給見込額を計上してい

る。

②　役員賞与引当金

同左

　　

③　完成工事補償引当金

　　完成工事にかかる瑕疵担保の費用に

備えるため、当連結会計年度の完

成工事高に対する将来の見積補償

額に基づいて計上している。

③　完成工事補償引当金

同左

④　工事損失引当金

　　受注工事の損失に備えるため、当連

結会計年度末の手持工事のうち、

損失が発生すると見込まれ、かつ

金額を合理的に見積ることが可能

な工事について、損失見積額を計

上している。

④　工事損失引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

⑤　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基

づき計上している。

　　なお、連結子会社である㈱清田工業

の会計基準変更時差異(147百万

円)については、10年による按分額

を費用処理している。

　　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(３年)による定額

法により、発生時から費用処理し

ている。

　　数理計算上の差異については、発生

した連結会計年度に全額一括費用

処理している。

　　(追加情報)

　　当社は、平成18年10月より退職給付

制度を改定し、適格退職年金制度

から確定給付企業年金法に基づく

規約型企業年金制度に移行してい

る。また、退職給付額の算定基礎に

ついてもポイント制を導入してい

る。これにより、過去勤務債務が

370百万円発生している。

⑤　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基

づき計上している。

　　なお、連結子会社である㈱清田工業

の会計基準変更時差異(147百万

円)については、10年による按分額

を費用処理している。

　　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(３年)による定額

法により、発生時から費用処理し

ている。

　　数理計算上の差異については、発生

した連結会計年度に全額一括費用

処理している。

　　

⑥　役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上している。

⑥　役員退職慰労引当金

同左

　(4) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を

採用している。

同左

　(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

①　完成工事高の計上基準

　　工事完成基準を適用しているが、長

期大型工事(工期１年以上かつ請

負金額２億円以上の工事)につい

ては、工事進行基準を適用してい

る。

　　ただし、一部の連結子会社は一定の

基準に該当する工事について、工

事進行基準を適用している。

　　なお、工事進行基準による完成工事

高は3,746百万円である。

①　完成工事高の計上基準

　　工事完成基準を適用しているが、長

期大型工事(工期１年以上かつ請

負金額２億円以上の工事)につい

ては、工事進行基準を適用してい

る。

　　ただし、一部の連結子会社は一定の

基準に該当する工事について、工

事進行基準を適用している。

　　なお、工事進行基準による完成工事

高は1,734百万円である。

②　消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用している。

②　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価方

法は、全面時価評価法を採用している。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

負ののれんは、３年間で均等償却して

いる。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなる。

同左

EDINET提出書類

株式会社東京エネシス(E00092)

有価証券報告書

37/85



　
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準)

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」(企

業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用している。 

これにより営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益

および当期純利益が41百万円減少している。

―――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日)を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

45,235百万円である。

また、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成している。

―――――

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準第１号 最

終改正平成18年８月11日)および「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第２号 最終改正平成18年８月11日)を適用

している。 

これによる損益に与える影響はない。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成している。

―――――

(工事進行基準の適用基準の変更)

長期大型工事について工事進行基準を適用しているが、

当社については従来、工期１年以上かつ請負金額５億円

以上の工事について適用していたものを、当連結会計年

度より、工期１年以上かつ請負金額２億円以上の工事に

ついて適用することに変更した。 

この変更は、最近における会社を取り巻く受注環境の変

化により、受注工事規模の小型化の傾向が強まり、今後も

この傾向が継続すると考えられることから、期間損益の

より一層の適正化を図るために行ったものである。 

これにより完成工事高が1,850百万円増加し、完成工事総

利益、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益

が130百万円、当期純利益が77百万円減少している。

―――――

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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(不動産賃貸事業の計上区分の変更)

従来、当社において不動産賃貸料収入および不動産賃貸

原価については、営業外収益および営業外費用に計上し

ていたが、当連結会計年度より、売上高および売上原価と

して計上することに変更した。 

この変更は、不動産の有効活用を今後より一層促進する

ため、賃貸事業を営業目的の事業として位置付けて、経営

成績をより適正に表示するための計上区分の変更であ

る。 

これにより完成工事高が47百万円増加し、完成工事総利

益および営業利益が８百万円増加している。

―――――

――――― (有形固定資産の減価償却)

当連結会計年度から、法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律 平成19年３月30日法律第６号)および

(法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30

日政令第83号))に伴い、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更している。

これにより完成工事総利益が９百万円、営業利益、経常利

益および税金等調整前当期純利益が９百万円、当期純利

益が５百万円減少している。

　

　
表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― (連結貸借対照表)

当連結会計年度において、有形固定資産の表示について

は、前連結会計年度まで間接控除形式で表示していた

が、当連結会計年度より直接控除形式に変更した。

なお、当連結会計年度の有形固定資産の各金額を前連結

会計年度と同様の形式により表示した金額は以下のと

おりである。

　建物・構築物 14,689百万円

　機械・運搬具 2,070百万円

　工具器具・備品 3,545百万円

　土地 8,575百万円

　建設仮勘定 206百万円

　減価償却累計額 △12,914百万円

　有形固定資産合計 16,173百万円

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結損益計算書)

当連結会計年度において、特別損失項目の以下の科目に

ついては、特別損失総額の100分の10以下となったため、

特別損失の「その他」に含めて表示することに変更し

た。

固定資産除却損
(当連結会計年度

０百万円)

(連結損益計算書)

前連結会計年度において、営業外収益項目の「その他」

に含めて表示していた、以下の科目については、営業外

収益総額の100分の10超となったため、当連結会計年度

より区分掲記している。

負ののれん償却額
(前連結会計年度

７百万円)

前連結会計年度において、特別損失項目の「その他」に

含めて表示していた、以下の科目については、特別損失

総額の100分の10超となったため、当連結会計年度より

区分掲記している。

固定資産除却損
(前連結会計年度

０百万円)
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当連結会計年度において、特別損失項目の以下の科目に

ついては、特別損失総額の100分の10以下となったため、

特別損失の「その他」に含めて表示することに変更し

た。

投資有価証券売却損
(当連結会計年度

１百万円)

(連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローに区分掲記していた、以下の科目については、金

額の重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より

「その他」に含めて表示することに変更した。

有形固定資産除却損
(当連結会計年度

０百万円)

未払消費税等の増加・
減少(△)額

(当連結会計年度
３百万円)

(連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めていた、以下の科目について

は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度より区

分掲記している。

負ののれん償却額
(前連結会計年度

△７百万円)

有形固定資産除却損
(前連結会計年度

０百万円)

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローに区分掲記していた、以下の科目については、金

額の重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より

「その他」に含めて表示することに変更した。

工事損失引当金の
増加・減少(△)額

(当連結会計年度
14百万円)

役員賞与引当金の
増加・減少(△)額

(当連結会計年度
△０百万円)

投資有価証券売却
損・益(△)

(当連結会計年度
１百万円)

前連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めていた、以下の科目について

は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度より区

分掲記している。

有形固定資産の除却に
よる支出

(前連結会計年度
△０百万円)

差入保証金の差入によ
る支出

(前連結会計年度
△25百万円)

前連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めていた、以下の科目について

は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度より区

分掲記している。

短期借入れによる収入
(前連結会計年度

８百万円)
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追加情報

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――
　

(有形固定資産の減価償却)

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却

可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等

償却する方法を採用している。

これにより完成工事総利益が33百万円、営業利益、経常

利益および税金等調整前当期純利益が35百万円、当期純

利益が20百万円減少している。

　

注記事項

(連結貸借対照表関係)
　

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　※1　下記の資産は、短期借入金100百万円の担保に供

している。

　定期預金 100百万円

１　※1　下記の資産は、短期借入金215百万円の担保に供

している。

　定期預金 100百万円

２　　 　手形割引高

　受取手形割引高 107百万円

２　　 　手形割引高

　受取手形割引高 153百万円

３　※2　期末日満期手形

         当連結会計年度末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理してい

る。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形

が、当連結会計年度末残高に含まれている。

　受取手形 24百万円

―――――

　　

４　※3　国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額(直接

減額方式)は、建物11百万円、構築物１百万円、

備品０百万円、土地32百万円である。

３　※3　国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額(直接

減額方式)は、建物11百万円、構築物１百万円、

備品０百万円、土地32百万円である。

――――― ４　※4　有形固定資産減価償却累計額

12,914百万円

５　※5　関連会社に対するものは、投資有価証券(株式)７

百万円である。

５　※5　関連会社に対するものは、投資有価証券(株式)７

百万円である。
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(連結損益計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　※1　このうち、主要な費目および金額は、次のとおり

である。

　従業員給料手当 1,364百万円

　役員賞与引当金繰入額 41百万円

　退職給付費用 109百万円

　役員退職慰労引当金
　繰入額

23百万円

１　※1　このうち、主要な費目および金額は、次のとおり

である。

　従業員給料手当 1,444百万円

　役員賞与引当金繰入額 43百万円

　退職給付費用 140百万円

　役員退職慰労引当金
　繰入額

24百万円

２　※2　研究開発費

　　　　 一般管理費に含まれる研究開発費は、89百万円であ

る。

２　※2　研究開発費

　　　　 一般管理費に含まれる研究開発費は、102百万円で

ある。

――――― ３　※3　固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。

　建物・構築物 38百万円

　工具器具・備品 ０百万円

　無形固定資産 ０百万円

　建物等撤去費用 46百万円

　計 85百万円

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 37,261,752 株 ― ― 37,261,752 株
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 1,685,706 株 30,618 株 3,001 株 1,713,323 株
　

(変動事由の概要) 

増加は、単元未満株式の買取請求によるものである。

減少は、単元未満株式の買増請求によるものである。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 213 6.00平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月31日
取締役会

普通株式 391 11.00平成18年９月30日 平成18年12月５日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 391 11.00平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 37,261,752 株 ― ― 37,261,752 株
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 1,713,323 株 524,056 株 5,410 株 2,231,969 株
　

(変動事由の概要) 

増加は、取締役会決議による自己株式取得(500,000株)、および単元未満株式の買取請求(24,056株)によるも

のである。

減少は、単元未満株式の買増請求によるものである。

　
３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 391 11.00平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年10月30日
取締役会

普通株式 266 7.50平成19年９月30日 平成19年12月４日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 262 7.50平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 4,735百万円

有価証券勘定 7,040百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △612百万円

償還期限が３ヶ月を超える債券 △5,940百万円

現金及び現金同等物 5,223百万円

　

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 3,692百万円

有価証券勘定 9,316百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △515百万円

償還期限が３ヶ月を超える債券 △9,316百万円

現金及び現金同等物 3,176百万円

　
　

(リース取引関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１　借主側

　(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

車両
運搬具

43 14 29

　なお、取得価額相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法を採用している。

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

車両
運搬具

44 23 21

無形
固定資産

10 1 9

計 55 24 31

同左

　

　(2) 未経過リース料期末残

高相当額
１年内 25百万円

１年超 45百万円

計 71百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額

の算定は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法を採

用している。

１年内 23百万円

１年超 39百万円

計 62百万円

同左

　

　(3) 支払リース料及び減価

償却費相当額

　　①支払リース料

　　②減価償却費相当額

７百万円

７百万円

11百万円

11百万円

　(4) 減価償却費相当額の算

定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用している。

同左
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

２　貸主側

　(1) リース物件の取得価額、

減価償却累計額及び期

末残高

取得価額
減価償却
累計額

期末残高

(百万円) (百万円) (百万円)

建物 1 0 0

車両
運搬具

3 1 1

備品 118 49 69

計 123 51 72

取得価額
減価償却
累計額

期末残高

(百万円) (百万円) (百万円)

建物 1 0 0

車両
運搬具

3 1 1

備品 128 72 56

計 132 74 58

　(2) 未経過リース料期末残

高相当額
１年内 45百万円

１年超 82百万円

計 128百万円

　このうち転貸リース取引に係る貸主側

の未経過リース料の期末残高は41百

万円（うち１年内16百万円）である。

なお、借主側の残高はおおむね同一で

あり、借主側の注記（2）未経過リー

ス料期末残高相当額に含まれている。

また、未経過リース料期末残高相当額

の算定は、未経過リース料期末残高お

よび見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み法を採用し

ている。

１年内 45百万円

１年超 59百万円

計 105百万円

　このうち転貸リース取引に係る貸主側

の未経過リース料の期末残高は35百

万円（うち１年内15百万円）である。

なお、借主側の残高はおおむね同一で

あり、借主側の注記（2）未経過リー

ス料期末残高相当額に含まれている。

また、未経過リース料期末残高相当額

の算定は、未経過リース料期末残高お

よび見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み法を採用し

ている。

　(3) 受取リース料及び減価

償却費

　　①受取リース料

　　②減価償却費

28百万円

23百万円

30百万円

25百万円
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(有価証券関係)

(前連結会計年度)

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

　

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

１　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

　　　株式 2,708 9,323 6,614

２　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

　　　株式 812 716 △95

合計 3,520 10,040 6,519

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

366 68 4

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日)

・満期保有目的の債券

　公社債 5,859百万円

　コマーシャルペーパー 998百万円

　金銭信託 600百万円

　リース料債権信託 1,000百万円

・その他有価証券

　非上場株式 144百万円

　公社債投資信託 600百万円

　

４　その他有価証券のうち満期のあるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成19年３月31

日)

　

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

債券

　国債・地方債 600 ― ― ―

　社債 3,230 2,000 ― ―

　その他 1,000 ― ― ―

その他 1,600 ― ― ―

合計 6,430 2,000 ― ―
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(当連結会計年度)

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)
　

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

１　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

　　　株式 1,927 5,660 3,733

２　連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

　　　株式 1,591 1,163 △428

合計 3,518 6,824 3,305

(注)  ２の株式「取得原価」は減損処理を含んだ帳簿価額である。

なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損98百万円を計上している。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

2 ― 1

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日)

・満期保有目的の債券

　公社債 10,628百万円

　コマーシャルペーパー 498百万円

　リース料債権信託 800百万円

・その他有価証券

　非上場株式 143百万円

　

４　その他有価証券のうち満期のあるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成20年３月31

日)
　

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

債券

　国債・地方債 ― ― ― ―

　社債 8,000 2,600 ― ―

　その他 500 ― ― ―

その他 800 ― ― ―

合計 9,300 2,600 ― ―
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(デリバティブ取引関係)

　

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的等

    複合金融商品である他社株転換条項付社債により資

金運用を行っている。

(1) 取引の内容及び利用目的等

同左

(2) 取引に対する取組方針

　　余資運用の一環として、効果的な資金運用を図るため

に行っており、投機目的のための取引は行わない。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

　　他社株転換条項付社債のリスクについては、当該債券

の発行体および転換対象株式の発行会社の信用リス

ク、金利および転換対象株式の市場価格の変動リス

ク等が考えられるが、当該債券の発行体および転換

対象株式の発行会社は、専門格付機関による高格付

を得ている企業に限定しており、そのリスクは僅少

であると認識している。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

および取引限度額等を定めた社内規程に従い行って

いる。

また、保有有価証券に係る価格変動等の情報を定期

的に確認し、経営者に定例報告するなど、リスク回避

に向けた管理に努めている。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末(平成19年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　債券関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益　　　　　　(百
万円)

市場取引以外の
取引

他社株転換条項付
社債

400 367 △33

合計 400 367 △33

　 (注)  時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定している。

　

当連結会計年度末(平成20年３月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　債券関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益　　　　　　(百
万円)

市場取引以外の
取引

他社株転換条項付
社債

400 234 △166

合計 400 234 △166

　 (注)  時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定している。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度

(総合設立型)、規約型企業年金制度および退職一時

金制度を設けている。また、従業員の退職等に際し

て、割増退職金を支払う場合がある。 

なお、平成18年10月より退職給付制度を改定し、適格

退職年金制度から確定給付企業年金法に基づく規約

型企業年金制度に移行している。また、退職給付額の

算定基礎についてもポイント制を導入している。こ

れにより、過去勤務債務が370百万円発生している。

　　連結子会社のうち５社は、厚生年金基金制度(総合設立

型)および退職一時金制度を、１社は退職一時金制度

を設けている。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度

(総合設立型)、規約型企業年金制度および退職一時

金制度を設けている。また、従業員の退職等に際し

て、割増退職金を支払う場合がある。

　　なお、連結子会社は、厚生年金基金制度(総合設立型)お

よび退職一時金制度を設けている。

　・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事

業主制度に関する事項

  (1)東京都電設工業厚生年金基金

   ①制度全体の積立状況に関する事項
(平成19年３月31日現在)

年金資産の額 204,221百万円

年金財政計算上の給付債務の額 197,752百万円

差引額 6,469百万円

   ②制度全体に占める当社グループの加入人数割合
(平成19年３月31日現在)

4.3％

   ③補足説明

    上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過
去勤務債務残高△27,280百万円および別途積立金
33,543百万円である。本制度における過去勤務債務
の償却方法は、定率方式(残余期間11年８ヶ月)であ
る。

  (2)東京空調衛生工事業厚生年金基金

   ①制度全体の積立状況に関する事項
(平成19年３月31日現在)

年金資産の額 40,350百万円

年金財政計算上の給付債務の額 39,544百万円

差引額 806百万円

   ②制度全体に占める当社グループの加入人数割合
(平成19年３月31日現在)

1.0％

   ③補足説明

    上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過
去勤務債務残高△413百万円および別途積立金1,219
百万円である。本制度における過去勤務債務の償却
方法は、元利均等償却(残余期間７年２ヶ月)である。

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △9,331百万円

年金資産 3,017百万円

未積立退職給付債務 △6,314百万円

会計基準変更時差異の
未処理額

140百万円

未認識過去勤務債務 308百万円

連結貸借対照表計上額純額 △5,865百万円

前払年金費用 91百万円

退職給付引当金 △5,956百万円

(注) １　連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り簡便法を採用している。

　　 ２　厚生年金基金制度(総合設立型)の年金資産

の額は、9,266百万円であり、この金額は

制度の加入人数割合により算出してい

る。

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △8,646百万円

年金資産 3,235百万円

未積立退職給付債務 △5,410百万円

会計基準変更時差異の
未処理額

125百万円

未認識過去勤務債務 △328百万円

退職給付引当金 △5,613百万円

    (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり

簡便法を採用している。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 448百万円

利息費用 221百万円

期待運用収益 △78百万円

会計基準変更時差異の
費用処理額

7百万円

過去勤務債務の費用処理額 61百万円

数理計算上の差異の
費用処理額

△286百万円

厚生年金基金拠出額 410百万円

退職給付費用 785百万円

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に計上している。

　　 ２　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

している。

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 397百万円

利息費用 202百万円

期待運用収益 △75百万円

会計基準変更時差異の
費用処理額

14百万円

過去勤務債務の費用処理額 △219百万円

数理計算上の差異の
費用処理額

451百万円

過年度退職給付費用 △149百万円

厚生年金基金拠出額 418百万円

退職給付費用 1,040百万円

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、勤務費用に計上している。

　　 ２　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

している。

　　 ３　規約型企業年金制度に係る退職給付債務の

算定の前提を再検証したところ、制度移

行時における過去勤務債務は△657百万

円となった。

過年度退職給付費用については、上記再

検証により生じた過年度費用減少額を、

当連結会計年度に費用処理したものであ

る。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

会計基準変更時差異の
費用処理年数

10年

過去勤務債務の費用処理年数 ３年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数により発生時から費用処理している。)

数理計算上の差異の処理年数 １年

(発生した連結会計年度で一括費用処理してい
る。)

　　(注) 平成18年10月の退職金制度改定に伴い期待運用

収益率について再検討し、3.5％から2.5％へ

変更している。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

会計基準変更時差異の
費用処理年数

10年

過去勤務債務の費用処理年数 ３年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数により発生時から費用処理している。)

数理計算上の差異の処理年数 １年

(発生した連結会計年度で一括費用処理してい
る。)

 

(追加情報)　

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正(その２)」(企業会計基準第14号 平成19年５

月15日)を適用している。

　

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　　　　該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　　　該当事項なし。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

　退職給付引当金損金算入限度
超過額

2,420百万円

　役員退職慰労引当金損金算入
限度超過額

35百万円

　賞与未払金損金算入限度超過額 576百万円

　未払事業税否認 43百万円

　工事損失引当金否認 116百万円

　その他 492百万円

　繰延税金資産小計 3,685百万円

　評価性引当額 △1百万円

　繰延税金資産合計 3,683百万円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △2,692百万円

　その他 △125百万円

　繰延税金負債合計 △2,817百万円

　繰延税金資産の純額 865百万円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目
に含まれている。

　流動資産─繰延税金資産 841百万円

　固定資産─繰延税金資産 112百万円

　固定負債─繰延税金負債 △88百万円
　

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

　退職給付引当金損金算入限度
超過額

2,282百万円

　役員退職慰労引当金損金算入
限度超過額

34百万円

　賞与未払金損金算入限度超過額 526百万円

　未払事業税否認 44百万円

　工事損失引当金否認 120百万円

　その他 712百万円

　繰延税金資産小計 3,720百万円

　評価性引当額 △109百万円

　繰延税金資産合計 3,610百万円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △1,517百万円

　その他 △45百万円

　繰延税金負債合計 △1,563百万円

　繰延税金資産の純額 2,047百万円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目
に含まれている。

　流動資産─繰延税金資産 963百万円

　固定資産─繰延税金資産 1,099百万円

　固定負債─繰延税金負債 △14百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため注記を省略している。

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　
　　法定実効税率 40.7％

　 (調整）

交際費等永久に損金に
算入されない項目

2.2％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△2.0％

　住民税均等割等 2.5％

評価性引当額の
増減による影響額

1.6％

　　負ののれん償却額 △1.5％

　　その他 0.6％

税効果会計適用後の　　　　　法人
税等の負担率

44.1％

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　該当事項なし。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項なし。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設

事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設

事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

在外連結子会社および在外支店がないため、記載していない。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

在外連結子会社および在外支店がないため、記載していない。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　関連当事者との取引については、取引金額に重要性が乏しいため、記載を省略している。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　関連当事者との取引については、取引金額に重要性が乏しいため、記載を省略している。

　

(開示対象特別目的会社関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項なし。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,272.50円 1,244.79円

１株当たり純資産額の算定上の基礎 １株当たり純資産額の算定上の基礎

連結貸借対照表の
純資産の部の合計額

45,334百万円

普通株式にかかる
期末純資産額

45,235百万円

差額の主な内訳

少数株主持分 98百万円

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

35,548,429株

連結貸借対照表の
純資産の部の合計額

43,636百万円

普通株式にかかる
期末純資産額

43,604百万円

差額の主な内訳

少数株主持分 31百万円

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

35,029,783株

１株当たり当期純利益 45.04円 34.89円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載していない。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載していない。

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の
当期純利益

1,601百万円

普通株式にかかる
当期純利益

1,601百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳

該当事項なし

普通株式の
期中平均株式数

35,561,168株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

連結損益計算書上の
当期純利益

1,237百万円

普通株式にかかる
当期純利益

1,237百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳

該当事項なし

普通株式の
期中平均株式数

35,455,430株

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― (固定資産の譲渡)

平成20年１月８日開催の当社の取締役会における決議

を経て、財務体質の一層の改善を図るため、平成20年５

月30日に以下のとおり固定資産の譲渡を行った。

　所在地 埼玉県久喜市河原井町

建物 3,821㎡

土地 14,038㎡

　譲渡価額 765百万円

　譲渡日 平成20年５月30日

なお、この譲渡に伴う固定資産売却益321百万円を翌連

結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日)

において特別利益に計上する予定である。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項なし。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 716 623 1.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 62 2.5 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

200 225 2.5平成24年９月20日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 916 911 ― ―

(注)　１　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。

２　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の

総額

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

75 75 62 12

　

(2) 【その他】

該当事項なし。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　　　現金預金 3,081 2,280

　　　受取手形 ※１ 658 176

　　　完成工事未収入金 11,303 10,219

　　　有価証券 6,880 9,316

　　　未成工事支出金 7,168 6,743

　　　材料貯蔵品 78 113

　　　繰延税金資産 786 822

　　　その他 240 304

　　　貸倒引当金 △0 ―

　　　　流動資産合計 30,19950.8 29,97752.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　 建物 ※２ 12,242

　　　　減価償却累計額 △6,699 5,542 ―

　　　 構築物 ※２ 1,050

　　　　減価償却累計額 △760 289 ―

　　　 機械装置 1,572

　　　　減価償却累計額 △1,308 264 ―

　　　 車両運搬具 21

　　　　減価償却累計額 △14 6 ―

　　　 工具器具・備品 ※２ 2,516

　　　　減価償却累計額 △2,197 318 ―

　　　 土地 ※２ 8,123 ―

　１　有形固定資産

　　　 建物 ※2,3 ― 5,237

　　　 構築物 ※2,3 ― 247

　　　 機械装置 ※３ ― 214

　　　 車両運搬具 ※３ ― 6

　　　 工具器具・備品 ※2,3 ― 287

　　　 土地 ※２ ― 8,123

       建設仮勘定 ― 24

　　　　有形固定資産合計 14,545 14,141

　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　　 特許権 4 3

　　　 借地権 0 0

　　　 ソフトウエア 161 141

　　　 電話加入権 17 17

　　　 その他 1 6

　　　　無形固定資産合計 184 170

　３　投資その他の資産

　　　 投資有価証券 12,565 9,812

　　　 関係会社株式 236 236

　　　 長期貸付金 0 ―

　　　 従業員長期貸付金 2 2

　　　 関係会社長期貸付金 1,148 1,228

　　　 長期前払費用 0 3
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　　　 繰延税金資産 ― 973

　　　 その他 690 313

　　　 貸倒引当金 △89 △86

　　　　投資その他の資産合計 14,555 12,482

　　　　 固定資産合計 29,28449.2 26,79447.2

　　　   資産合計 59,483100 56,771100
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　　　工事未払金 5,375 4,669

　　　短期借入金 300 300

　　　未払金 886 483

　　　未払費用 1,343 1,378

　　　未払法人税等 409 449

　　　未成工事受入金 619 1,047

　　　預り金 104 65

　　　前受収益 8 4

　　　役員賞与引当金 30 30

　　　完成工事補償引当金 16 15

　　　工事損失引当金 280 291

　　　その他 28 113

　　　　流動負債合計 9,40315.8 8,84815.6

Ⅱ　固定負債

　　　繰延税金負債 97 ―

　　　退職給付引当金 5,861 5,512

　　　役員退職慰労引当金 60 62

　　　その他 35 35

　　　　固定負債合計 6,05510.2 5,6109.9

　　　　　負債合計 15,45926.0 14,45825.5

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　　　資本金 2,8814.8 2,8815.1

　　　資本剰余金

　　　　資本準備金 3,723 3,723

　　　　その他資本剰余金 3 5

　　　　　資本剰余金合計 3,7276.3 3,7286.6

　　　利益剰余金

　　　　利益準備金 720 720

　　　　配当準備積立金 1,000 1,000

　　　　別途積立金 29,000 29,000

　　　　繰越利益剰余金 3,487 3,987

　　　　　利益剰余金合計 34,20857.5 34,70761.1

　　　自己株式 △658△1.1 △966△1.7

　　　　株主資本合計 40,15867.5 40,35171.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

3,8666.5 1,9623.4

　　　　評価・換算差額等合計 3,8666.5 1,9623.4

　　　　　純資産合計 44,02474.0 42,31374.5

　　　　　負債純資産合計 59,483100 56,771100
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　　完成工事高 46,807100 49,116100

Ⅱ　売上原価

　　　完成工事原価 41,78489.3 44,36090.3

　　　 売上総利益

　　　　完成工事総利益 5,02210.7 4,7559.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　　　役員報酬 140 149

　　　従業員給料手当 1,181 1,199

　　　役員賞与引当金繰入額 30 30

　　　退職金 1 0

　　　退職給付費用 95 127

　　　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

20 21

　　　法定福利費 158 160

　　　福利厚生費 109 114

　　　修繕維持費 43 38

　　　事務用品費 133 112

　　　通信交通費 152 154

　　　動力用水光熱費 14 16

　　　調査研究費 ※１ 89 173

　　　広告宣伝費 4 6

　　　貸倒引当金繰入額 0 ―

　　　交際費 29 27

　　　寄付金 2 2

　　　地代家賃 13 13

　　　減価償却費 80 87

　　　租税公課 100 114

　　　保険料 3 3

　　　雑費 126 2,5315.4 147 2,7025.5

　　　  営業利益 2,4905.3 2,0534.2

Ⅳ　営業外収益

　　　受取利息 ※２ 13 25

　　　有価証券利息 45 69

　　　受取配当金 ※２ 143 189

　　　その他 13 216 0.5 12 297 0.6
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ　営業外費用

　　　支払利息 1 3

　　　投資有価証券評価損 33 133

　　　その他 0 35 0.1 4 141 0.3

　　　　経常利益 2,6715.7 2,2104.5

Ⅵ　特別利益

　　　投資有価証券売却益 54 0.1 ― ―

Ⅶ　特別損失

　　　災害復旧費用 ― 35

　　　投資有価証券売却損 4 ―

　　　投資有価証券評価損 ― 100

　　　その他 ― 4 0.0 3 140 0.3

　　　　税引前当期純利益 2,7215.8 2,0694.2

　　　　法人税、住民税
　　　　及び事業税

974 709

　　　　法人税等調整額 184 1,1582.5 203 912 1.8

　　　　当期純利益 1,5623.3 1,1562.4

　

　

完成工事原価報告書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費 4,449 10.6 4,625 10.4

労務費 5,121 12.3 5,733 12.9

(うち労務外注費) (―) (―) (―) (―)

外注費 23,544 56.4 24,610 55.5

経費 8,668 20.7 9,390 21.2

(うち人件費) (4,885)(11.7) (4,996)(11.3)

合計 41,784100 44,360100

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算である。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計
配当準備

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,8813,723 2 3,725 720 1,00029,0002,56033,280

事業年度中の変動額

　利益処分による剰余金の配当 △213 △213

　剰余金の配当 △391 △391

　利益処分による役員賞与 △30 △30

　当期純利益 1,5621,562

　自己株式の取得

　自己株式の処分 1 1

　株主資本以外の項目の事業年度 
　中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 1 1 ― ― ― 927 927

平成19年３月31日残高(百万円) 2,8813,723 3 3,727 720 1,00029,0003,48734,208

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計
自己株式 株主資本　　　　　合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等

合計

平成18年３月31日残高(百万円) △627 39,259 3,138 3,138 42,398

事業年度中の変動額

　利益処分による剰余金の配当 △213 △213

　剰余金の配当 △391 △391

　利益処分による役員賞与 △30 △30

　当期純利益 1,562 1,562

　自己株式の取得 △31 △31 △31

　自己株式の処分 1 2 2

　株主資本以外の項目の事業年度 
　中の変動額(純額)

727 727 727

事業年度中の変動額合計(百万円) △30 899 727 727 1,626

平成19年３月31日残高(百万円) △658 40,158 3,866 3,866 44,024
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計
配当準備

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 2,8813,723 3 3,727 720 1,00029,0003,48734,208

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △657 △657

　当期純利益 1,1561,156

　自己株式の取得

　自己株式の処分 1 1

　株主資本以外の項目の事業年度 
　中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 1 1 ― ― ― 499 499

平成20年３月31日残高(百万円) 2,8813,723 5 3,728 720 1,00029,0003,98734,707

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計
自己株式 株主資本　　　　　合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等

合計

平成19年３月31日残高(百万円) △658 40,158 3,866 3,866 44,024

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △657 △657

　当期純利益 1,156 1,156

　自己株式の取得 △310 △310 △310

　自己株式の処分 2 3 3

　株主資本以外の項目の事業年度 
　中の変動額(純額)

△1,904 △1,904 △1,904

事業年度中の変動額合計(百万円) △307 192 △1,904 △1,904 △1,711

平成20年３月31日残高(百万円) △966 40,351 1,962 1,962 42,313
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

(1) 満期保有目的の債券
　　償却原価法(定額法)
(2) 子会社株式
　　移動平均法による原価法
(3) その他有価証券
　①　時価のあるもの
　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法
　　　(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均
法により算定)
なお、複合金融商品については、
組込デリバティブを合理的に区
別して測定することができない
ため、商品全体を時価評価し、評
価差額を損益に計上している。

　②　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

(1) 満期保有目的の債券
同左

(2) 子会社株式
同左

(3) その他有価証券
　①　時価のあるもの

同左
　　

 
　②　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

(1) 未成工事支出金
　　個別法による原価法
(2) 材料貯蔵品
　　最終仕入原価法による原価法

(1) 未成工事支出金
同左

(2) 材料貯蔵品
同左

３　固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
　　定率法を採用している。
　　ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備を除く)
については、定額法を採用してい
る。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり
である。

　　　建物　　　　　　15～50年
　　　構築物　　　　　10～40年
　　　機械装置　　　　７～15年
　　　車両運搬具　　　５～６年
　　　工具器具・備品　２～15年

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
定額法を採用している。
なお、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額法を採用
している。

(2) 無形固定資産
同左

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については、貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計
上している。

同左

 

(2) 役員賞与引当金 (2) 役員賞与引当金

　　役員に対して支給する賞与の支出に
備えるため、当事業年度末におけ
る支給見込額を計上している。

同左
　　

(3) 完成工事補償引当金 (3) 完成工事補償引当金

　　完成工事にかかる瑕疵担保の費用に
備えるため、当事業年度の完成工
事高に対する将来の見積補償額に
基づいて計上している。

同左
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) 工事損失引当金 (4) 工事損失引当金

    受注工事の損失に備えるため、当
事業年度末の手持工事のうち、損
失が発生すると見込まれ、かつ金
額を合理的に見積ることが可能な
工事について、損失見積額を計上
している。

同左

 

(5) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき

計上している。

　　なお、過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)による

定額法により、発生時から費用処

理している。

　　数理計算上の差異については、発生

した事業年度に全額一括費用処理

している。

　　(追加情報)

　　当社は、平成18年10月より退職給付

制度を改定し、適格退職年金制度

から確定給付企業年金法に基づく

規約型企業年金制度に移行してい

る。また、退職給付額の算定基礎に

ついてもポイント制を導入してい

る。これにより、過去勤務債務が

370百万円発生している。

(5) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき

計上している。

　　なお、過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)による

定額法により、発生時から費用処

理している。

　　数理計算上の差異については、発生

した事業年度に全額一括費用処理

している。

　　

(6) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当事業年度末要

支給額を計上している。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

５　完成工事高の計上基準 工事完成基準を適用しているが、長期

大型工事(工期１年以上かつ請負金額

２億円以上の工事)については、工事進

行基準を適用している。

なお、工事進行基準による完成工事高

は3,746百万円である。

工事完成基準を適用しているが、長期

大型工事(工期１年以上かつ請負金額

２億円以上の工事)については、工事進

行基準を適用している。

なお、工事進行基準による完成工事高

は1,734百万円である。

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を

採用している。

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用している。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(役員賞与に関する会計基準) ―――――

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会

計基準第４号 平成17年11月29日)を適用している。 

これにより営業利益、経常利益、税引前当期純利益および

当期純利益が30百万円減少している。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) ―――――

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

44,024百万円である。

また、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

―――――

当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準」(企業会計基準第１号 最終改

正平成18年８月11日)および「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第２号 最終改正平成18年８月11日)を適用して

いる。 

これによる損益に与える影響はない。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。

(工事進行基準の適用基準の変更) ―――――

長期大型工事について工事進行基準を適用しているが、

従来、工期１年以上かつ請負金額５億円以上の工事につ

いて適用していたものを、当事業年度より、工期１年以上

かつ請負金額２億円以上の工事について適用することに

変更した。 

この変更は、最近における会社を取り巻く受注環境の変

化により、受注工事規模の小型化の傾向が強まり、今後も

この傾向が継続すると考えられることから、期間損益の

より一層の適正化を図るために行ったものである。 

これにより完成工事高が1,850百万円増加し、完成工事総

利益、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が130

百万円、当期純利益が77百万円減少している。

　

EDINET提出書類

株式会社東京エネシス(E00092)

有価証券報告書

64/85



　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(不動産賃貸事業の計上区分の変更) ―――――

従来、不動産賃貸料収入および不動産賃貸原価について

は、営業外収益および営業外費用に計上していたが、当事

業年度より、売上高および売上原価として計上すること

に変更した。 

この変更は、不動産の有効活用を今後より一層促進する

ため、賃貸事業を営業目的の事業として位置付けて、経営

成績をより適正に表示するための計上区分の変更であ

る。 

これにより完成工事高が59百万円増加し、完成工事総利

益および営業利益が19百万円増加している。

――――― (有形固定資産の減価償却)

当事業年度から、法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年３月30日法律第６号)および(法

人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更している。 

これにより完成工事総利益が９百万円、営業利益、経常利

益および税引前当期純利益が９百万円、当期純利益が５

百万円減少している。

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表) (貸借対照表)

当事業年度において、投資その他の資産の以下の科目に

ついては、資産総額の100分の1以下となったため、投資

その他の資産の「その他」に含めて表示することに変

更した。

長期預金
(当事業年度

300百万円)

当事業年度において、有形固定資産の表示については、

前事業年度まで間接控除形式で表示していたが、当事業

年度より直接控除形式に変更した。

なお、当事業年度の有形固定資産の各金額を前事業年度

と同様の形式により表示した金額は以下のとおりであ

る。

　建物 12,262百万円

　　減価償却累計額 △7,024百万円

　構築物 1,048百万円

　　減価償却累計額 △801百万円

　機械装置 1,575百万円

　　減価償却累計額 △1,360百万円

　車両運搬具 26百万円

　　減価償却累計額 △20百万円

　工具器具・備品 2,545百万円

　　減価償却累計額 △2,257百万円

　土地 8,123百万円

　建設仮勘定 24百万円

　有形固定資産合計 14,141百万円

　

EDINET提出書類

株式会社東京エネシス(E00092)

有価証券報告書

65/85



追加情報

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――
　

(有形固定資産の減価償却)

法人税法の改正に伴い、当事業年度から、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却

する方法を採用している。

これにより完成工事総利益が33百万円、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益が34百万円、当期純利益が

20百万円減少している。

　

注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　※1　期末日満期手形

         当事業年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の事業年度末日満期手形が、当事業

年度末残高に含まれている。

　受取手形 23百万円

―――――

        

２　※2　国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額(直接

減額方式)は、建物11百万円、構築物１百万円、

備品０百万円、土地32百万円である。

１　※2　国庫補助金等の受け入れによる圧縮記帳額(直接

減額方式)は、建物11百万円、構築物１百万円、

備品０百万円、土地32百万円である。

――――― ２　※3　有形固定資産減価償却累計額

11,464百万円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　※1　研究開発費
　　　　 一般管理費に含まれる研究開発費は、89百万円であ

る。

１　※1　研究開発費
　　　　 一般管理費に含まれる研究開発費は、101百万円で

ある。

２　※2　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含
まれている。

受取利息 11百万円

受取配当金 12百万円

２　※2　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含
まれている。

受取利息 23百万円

受取配当金 16百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 1,685,706 株 30,618 株 3,001 株 1,713,323 株
　

(変動事由の概要) 

増加は、単元未満株式の買取請求によるものである。

減少は、単元未満株式の買増請求によるものである。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 1,713,323 株 524,056 株 5,410 株  2,231,969 株
　

(変動事由の概要) 

増加は、取締役会決議による自己株式取得(500,000株)、および単元未満株式の買取請求(24,056株)によるも

のである。

減少は、単元未満株式の買増請求によるものである。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１　リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械装置 132 73 59

車両
運搬具

154 49 105

工具器具
・備品

92 66 26

計 379 189 190

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

機械装置 145 102 43

車両
運搬具

166 57 109

工具器具
・備品

232 112 119

計 544 272 272

　なお、取得価額相当額の算定は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法を採用している。

同左

２　未経過リース料期末残高

相当額

１年内 68百万円

１年超 122百万円

計 190百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額

の算定は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法

を採用している。

１年内 107百万円

１年超 164百万円

計 272百万円

同左

３　支払リース料及び減価償

却費相当額

　(1) 支払リース料

　(2) 減価償却費相当額

93百万円

93百万円

120百万円

120百万円

４　減価償却費相当額の算定

方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用している。

同左

　

(有価証券関係)

　前事業年度(平成19年３月31日)

　　子会社株式で時価のあるものはない。

　

　当事業年度(平成20年３月31日)

　　子会社株式で時価のあるものはない。
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(税効果会計関係)
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

　退職給付引当金損金算入限度
超過額

2,385百万円

　役員退職慰労引当金損金算入
限度超過額

24百万円

　賞与未払金損金算入限度超過額 546百万円

　未払事業税否認 37百万円

　工事損失引当金否認 114百万円

　その他 310百万円

　繰延税金資産小計 3,419百万円

　評価性引当額 △1百万円

　繰延税金資産合計 3,417百万円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △2,691百万円

　その他 △37百万円

　繰延税金負債合計 △2,729百万円

　繰延税金資産の純額 688百万円

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含
まれている。

　流動資産─繰延税金資産 786百万円

　固定負債─繰延税金負債 △97百万円

　

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

　退職給付引当金損金算入限度
超過額

2,132百万円

　役員退職慰労引当金損金算入
限度超過額

25百万円

　賞与未払金損金算入限度超過額 495百万円

　未払事業税否認 38百万円

　工事損失引当金否認 118百万円

　その他 598百万円

　繰延税金資産小計 3,408百万円

　評価性引当額 △94百万円

　繰延税金資産合計 3,313百万円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △1,517百万円

　繰延税金負債合計 △1,517百万円

　繰延税金資産の純額 1,795百万円

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含
まれている。

　流動資産─繰延税金資産 822百万円

　固定資産─繰延税金資産 973百万円

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で
あるため注記を省略している。

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　
　　法定実効税率 40.7％

　(調整)

交際費等永久に損金に　　　算入
されない項目

2.0％

受取配当金等永久に益金に　算
入されない項目

△2.0％

住民税均等割等 2.5％

評価性引当額の　　　　　　増減に
よる影響額

1.1％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の　　　　法人
税等の負担率

44.1％

　

(企業結合等関係)

　前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

  該当事項なし。

　

　当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

  該当事項なし。
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(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,238.44円 1,207.93円

１株当たり純資産額の算定上の基礎 １株当たり純資産額の算定上の基礎

貸借対照表の
純資産の部の合計額

44,024百万円

普通株式にかかる
期末純資産額

44,024百万円

差額の主な内訳 該当事項なし

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

35,548,429株

貸借対照表の
純資産の部の合計額

42,313百万円

普通株式にかかる
期末純資産額

42,313百万円

差額の主な内訳 該当事項なし

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
期末の普通株式の数

35,029,783株

１株当たり当期純利益 43.93円 32.63円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載していない。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

損益計算書上の
当期純利益

1,562百万円

普通株式にかかる
当期純利益

1,562百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳

該当事項なし

普通株式の
期中平均株式数

35,561,168株

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載していない。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

損益計算書上の
当期純利益

1,156百万円

普通株式にかかる
当期純利益

1,156百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳

該当事項なし

普通株式の
期中平均株式数

35,455,430株

　

　

(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― (固定資産の譲渡)

平成20年１月８日開催の当社の取締役会における決議

を経て、財務体質の一層の改善を図るため、平成20年５

月30日に以下のとおり固定資産の譲渡を行った。

　所在地 埼玉県久喜市河原井町

建物 3,821㎡

土地 14,038㎡

　譲渡価額 765百万円

　譲渡日 平成20年５月30日

なお、この譲渡に伴う固定資産売却益321百万円を翌事

業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日)にお

いて特別利益に計上する予定である。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資
有価証券

その他有価証券

東京電力㈱ 1,331,568 3,548

㈱東芝 1,655,000 1,102

太平電業㈱ 753,000 554

三菱電機㈱ 400,000 344

新日本空調㈱ 420,000 218

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 243,430 209

㈱みずほフィナンシャルグループ 373.31 136

㈱みずほフィナンシャルグループ
(優先株)

100 100

東京産業㈱ 461,000 134

㈱三井住友フィナンシャルグループ 203.70 133

松井建設㈱ 285,000 92

京セラ㈱ 9,790 81

大崎電気工業㈱ 144,000 60

大成建設㈱ 200,000 50

古河電気工業㈱ 141,000 45

㈱高岳製作所 200,562 25

㈱巴コーポレーション 123,640 19

ＫＤＤＩ㈱ 23.06 14

その他(17銘柄) 435,133 95

計 6,803,823.07 6,967
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【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
満期保有目的

の債券

第458回 東京電力 社債 900 903

第456回 東京電力 社債 600 602

第２回 ルノー 円貨社債 500 501

オリックス ユーロ円債 500 500

鹿島キャピタル・オブ・アメリカ　ユー
ロ円債

500 499

第11回 住友電装 社債 500 499

三菱UFJリース　コマーシャルペーパー 500 498

第454回 東京電力 社債 400 402

第43回 日産自動車 社債 400 399

第10回 日産ディーゼル工業 社債 400 399

第８回　三菱化学　社債 300 305

第６回 清水建設 社債 300 300

第34回 東芝 社債 200 201

第40回 東芝 社債 200 200

第32回 三菱電機 社債 200 200

第18回 富士通 社債 200 200

第40回 神戸製鋼所 社債 200 200

第17回 富士電機ホールディングス 社
債

200 200

第25回 住友金属鉱山 社債 200 199

第69号 商工債券 200 199

北ドイツ州立銀行 ユーロ円債 200 199

第27回 鹿島建設 社債 200 199

第９回 商船三井 社債 100 102

第６回 三井不動産 社債 100 100

第９回 三井化学 社債 100 100

第６回 西日本旅客鉄道 社債 100 100

第８回 フジクラ 社債 100 100

第３回 日本製紙グループ本社 社債 100 99

第４回 韓国コンテナ埠頭公団 円貨債
券

100 99

小計 8,500 8,516
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銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　有
価証券

満期保有目的
の債券

ゼネラルエレクトリック・キャピタル
第２回 円貨社債

500 505

エイチエスビーシーファイナンスコー
ポレーション 第８回 円貨社債

500 496

第４回 丸井 社債 400 400

サマン シリーズ２ CBリパッケージ
ユーロ円建固定利付債

300 300

ゼネラルエレクトリック・キャピタル
第８回 円貨社債

300 299

第29回 三菱地所 社債 100 102

第23回 三井物産 社債 100 102

第30回 三菱商事 社債 100 101

第27回 三井化学 社債 100 100

第45回 住友金属工業 社債 100 100

第７回 旭化成 社債 100 100

小計 2,600 2,610

その他有価証券 東京電力株式転換条項付社債 400 234

計 11,500 11,361

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
満期保有目的
の債券

(リース料債権信託受益証券）
三井住友ファイナンス＆リース

800,000,000 800

計 ― 800
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 12,242 34 13 12,262 7,024 336 5,237

　構築物 1,050 5 6 1,048 801 45 247

　機械装置 1,572 31 29 1,575 1,360 80 214

　車両運搬具 21 4 ― 26 20 5 6

　工具器具・備品 2,516 99 70 2,545 2,257 128 287

　土地 8,123 ― ― 8,123 ― ― 8,123

　建設仮勘定 ― 24 0 24 ― ― 24

有形固定資産計 25,526 200 120 25,60611,464 595 14,141

無形固定資産

　特許権 ― ― ― 8 4 1 3

　借地権 ― ― ― 0 ― ― 0

　ソフトウエア ― ― ― 400 259 44 141

　電話加入権 ― ― ― 17 ― ― 17

　その他 ― ― ― 32 25 0 6

無形固定資産計 ― ― ― 459 289 46 170

長期前払費用 0 5 1 3 ― ― 3

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)  無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」および「当期減少額」の

記載を省略している。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 89 0 0 2 86

役員賞与引当金 30 30 30 ― 30

完成工事補償引当金 16 15 13 3 15

工事損失引当金 280 225 194 19 291

役員退職慰労引当金 60 21 19 ― 62

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、評価替による調整額である。

２　完成工事補償引当金の「当期減少額(その他)」は、前期計上額の戻入額である。

３　工事損失引当金の「当期減少額(その他)」は、評価替による調整額である。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 11

預金

当座預金 1,929

普通預金 13

定期預金 300

その他預金 25

計 2,268

合計 2,280

　

ロ　受取手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

千代田化工建設㈱ 33

協和冷熱工業㈱ 31

㈱ナカボーテック 29

㈱ＤＮＰオフセット 27

日機装テクニカ㈱ 18

その他 36

計 176

　

(b) 決済月別内訳

　

決済月 金額(百万円)

平成20年４月 12

平成20年５月 78

平成20年６月 17

平成20年７月 45

平成20年８月 19

平成20年９月 3

計 176
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ハ　完成工事未収入金

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

東京電力㈱ 4,901

ＪＦＥエンジニアリング㈱ 853

三菱重工業㈱ 558

東芝プラントシステム㈱ 441

バブコック日立㈱ 346

その他 3,119

計 10,219

　

(b) 滞留状況

平成20年３月計上額 10,108百万円

平成19年３月以前計上額 111百万円

計 10,219百万円

　

ニ　未成工事支出金

　

期首残高(百万円) 当期支出額(百万円)
完成工事原価への振替額

(百万円)
期末残高(百万円)

7,168 43,935 44,360 6,743

　

　　期末残高の内訳は次のとおりである。

材料費 1,293百万円

労務費 874百万円

外注費 3,021百万円

経費 1,553百万円

計 6,743百万円

　

ホ　材料貯蔵品

　

品目 金額(百万円)

工事用材料 85

その他 27

計 113

　

　

EDINET提出書類

株式会社東京エネシス(E00092)

有価証券報告書

77/85



ｂ　負債の部

イ　工事未払金

　

相手先 金額(百万円)

三菱UFJファクター㈱ 727

㈱テクノ東京 151

㈱バイコム 112

日本インシュレーション㈱ 112

㈱サンセツ 104

その他 3,460

計 4,669

(注)　三菱UFJファクター㈱に対する工事未払金は、一括ファクタリングシステムに関する基本契約に基づき、取引先の

一部が当社に対する売上債権を三菱UFJファクター㈱に債権譲渡した結果、発生したものである。　　　　　

　

ロ　未成工事受入金

　

期首残高(百万円) 当期受入額(百万円)
完成工事高への振替額

(百万円)
期末残高(百万円)

619 2,663 2,236 1,047

　

ハ　退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 8,419

年金資産 △3,235

未認識過去勤務債務 328

計 5,512

　

(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券、1,000株未満を表示する株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　本店全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り・
買増し

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　本店全国各支店

　　買取・買増手数料 無料

公告掲載方法
当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、ＵＲＬはhttp://www.qtes.co.jp/である。

株主に対する特典 なし

(注)  当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　１　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　２　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　３　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

　４　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

　

１ 有価証券報告書 事業年度 自　平成18年４月１日 平成19年６月28日
関東財務局長に提出及びその添付書類 （第60期） 至　平成19年３月31日

　
２ 有価証券報告書の

訂正報告書
上記１有価証券報告書
の訂正報告書

平成19年10月23日
関東財務局長に提出

　

３ 半期報告書 （第61期中） 自　平成19年４月１日 平成19年12月19日
関東財務局長に提出至　平成19年９月30日

　
４ 自己株券買付状況

報告書

 

平成20年２月13日
平成20年３月13日
平成20年４月11日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

株式会社東京エネシス

取　締　役　会　　　御　中

東陽監査法人

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　福　　田　　光　　博　　㊞

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　勝　　野　　成　　紀　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東京エネシスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社東京エネシス及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

追記情報

会計処理の変更に記載のとおり、会社は工事進行基準を適用する長期大型工事の範囲を変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社東京エネシス

取　締　役　会　　　御　中

新日本監査法人

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　池　　上　　　　　玄　　㊞

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　太　　田　　周　　二　　㊞

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　白　　羽　　龍　　三　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社東京エネシスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社東京エネシス及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

株式会社東京エネシス

取　締　役　会　　　御　中

東陽監査法人

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　福　　田　　光　　博　　㊞

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　勝　　野　　成　　紀　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東京エネシスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社東京エネシスの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

会計処理の変更に記載のとおり、会社は工事進行基準を適用する長期大型工事の範囲を変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社東京エネシス

取　締　役　会　　　御　中

新日本監査法人

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　池　　上　　　　　玄　　㊞

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　太　　田　　周　　二　　㊞

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士　　白　　羽　　龍　　三　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社東京エネシスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第61期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社東京エネシスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管している。
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